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日本の経済発展過程の理論化を

　　　　めぐる方法的諾問題

小　野　　　進

　マノレコ ・ポー口 が中国を訪れたとき，彼は中国の文明にもっとも強い印象をうけた

が， それは明らかに西欧中世文明と比へてはるかに優るとも決して劣らたいものであ

った。歴史的にきわめて短期問のうちに，ヨーロヅパ人たちはその軍事的優位を利用

して，今目のラテソ ・アメリカを制圧し，アフリカおよびアジアの多くを植民地とし

た。 中国がわずかに植民地化を免れたのは，おそらく潜在的な征服者間の対立による

ものであ った。先進諸国のこうした略奪的行動は，残存している独立諸国に強い不安

の念を呼び起こし，これら諸国の指導者たちは，独立を緯持しようとすれぱ，先進諸

国に
聾し（らｋ砿義があることを

，自覚するにいたった。この事実を敏感に察知したの

は， 明治維新の目本の支配者たちと，ウィッ テの在職期間中の ロシアの支配者たちと

であ った。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ］〉［エノレマソ
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は　じ　め　に

　戦後のすくれてタイナミヅクな目本の経済発展は，二十世紀における最大の

世界経済史的事実の一つであろう 。この戦後目本経済の大躍進は，戦前からの

経済発展の所産であり ，継続であることはいうまでもない。にもかかわらず ，

戦前の目本の経済成長のｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅはあまり間題にされず，過小評価され
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）るか・軽視されがちであったようにみえる。このような傾向は，一部の目本の

研究者はもとより ，外国の目本研究者にも多く見受げられるのではなかろうカ＝こ

一般的にいって，戦後の日本経済を分析する上で，戦前 ・戦時の経済的 メカニ

ズムをもっと重要視すべきであるように思われる。何故なら，明治以来今目に

いたる経済発展の過程の底に流れる歴史貫通的な：「何らかの経済原則」が，歴

史的粁余曲折を経ながら，現在の産業的成功をもたらしたものと考えられるか

らである 。

　経済領域と非経済領域の相互交渉という視点から，戦前からの目本資本主義

の経済発展過程を，理論的に総括するさいに，換言すれぱ，これを理論化 ・抽
　　　　　　　３）
象化するさいに，そして儒教文化圏におげるキャッ チ・ アッ プ型の目本の経済

発展メカニスムがとのような諸要因から構成されているのかを抽象的 レベノレで

明確にすることによっ て， 目本独自の経済発展のメヵニ ズムを理論的に定式化

するさいに，とのような方法的諾問題が存在するのかを明示すること，これが

本稿の目的である。ただし，考察の対象とする時期は，明治緯新以後，１９７３年

の第一次石油危機までに限定している
。

　　１）国際比較をすれぱ，戦前の良好な目本の経済成長は，植民地領有走由とよっ て

　　　いるということを述べたいために．このように言明しているのではたい。むしろ ，

　　　植民地領有は，確かに目本の経済発展に何らかのｒ貢献」をなしたことは事実で

　　　　　　　　　　　　　　　　（５８４）
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あるにしても，戦前の経済成長の源泉をすべてそれに帰するのは軽率ではなかろ

うか。　「植民地領有があるヨーロッパの国々を富裕にしたり発展させるのに貢献

したということと，植民地領有が発展にとっ て必要なまたは十分な条件であ った

ということとは，全く別である」（Ｄ．Ｓ．Ｌａｎｄｅｓ，ＴｈｅＵｎｂｏｕｎｄ 　Ｐｒｏｍｅｔｈｅｕｓ：

Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇ１ｃａｌ　Ｃｈａｎｇｅ　ａｎｄ　Ｉｎｄｕｓｔｒ１ａ１Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ　ｍ　Ｗｅｓｔｅｒｎ　Ｅｕｒｏｐｅ　ｆｒｏｍ

１７５０ｔｏ　ｔｈｅ　Ｐｒｅｓｅｎｔ，Ｃａｍｂｒ１ｄｇｅ　Ｕｎ１ｖｅｒｓ１ｔｙ　Ｐｒｅｓｓ，１９６９，石坂昭雄　富岡庄一

訳『西 ヨーロッバエ業史産業革命とその後１７５０－１９６８』１ ，みすず書房，１９８０

年， ４７ぺ一ジ）という視座が必要であろう 。ｒ目本の立場からみて，植民地領有

が目本経済全体にとっ て， たとえぱかつてのイソドが大英帝国に対してそうであ

ったような利益をもたらしたとは必ずしもいえないようである。その全面的狂解

明は今後にまたなけれぽなら匁い」（中村隆英ｒ目本経済その成長と構造』東京

大学出版会，１９７８年，５３ぺ一ジ）。 ｒ通俗的には，植民地の喪失が経済的困難の根

本原因と考えられている。この考え方によれぱ，ヴィクトリア期英国経済の優越

は， 世界にまたがる版図と武力とによっ て支えられたということにたる。一九世

紀の標語のようにｒ貿易はユニオソ ・ジャックの旗のもと」だったと考えるので

ある。しかし，その問題を研究した過去数十年問の研究者たちは，植民地からの得

失を差引きすると，植民地は重要な経済的資産でなかったという点で意見が一致

している」（Ｍ．Ｊ．Ｗｉｅｎｅｒ，“ Ｅｎｇｌｉｓｈ　Ｃｕ１ｔｕｒｅ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｄｅｃ１ｉｎｅ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ

Ｓｐ１ｒ１ｔ，１８５０－１９８０ ’’ Ｃａｍｂｒ１ｄｇｅ　Ｕｎ１ｖｅｒｓ１ｔｙ　Ｐｒｅｓｓ，１９８１，原剛訳『英国産業精神

の衰退　文化史的接近』勤草書房，１９８４年，２８９～９０ぺ一ジ）。 このことが認めら

れるなら，上記に引用した「イソドが大英帝国に対して……利益をもたらした」

という言明も否定されることになる 。Ｓ　ＫＵＺＮＥＴＳのよく知られた長期間（５０

～１８０年ぐらいの間）の経済
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工業生産成長率の国際比較
成長率の国際比較の研究によ

って，日本がもっとも高い成

長率グループの一つに属して

いたことが明らかにされてい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９
る。 ここで，大川一司，篠原　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５

三代平，梅村又次編『長期経　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０
済統計（推計と分析）』全１４冊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５
の第１０巻の篠原三代平ｒ鉱工

業』（東洋経済新報杜，昭和
　　　　　　　　　　　　　　　（資料）図３－２の注をみよ 。
５６年・３８べ一ジ）より ・戦前　　（注）　り８８０～１９３７年 ；榊ユ８８０～１９１３年；榊１９１３～

の工業生産の成長率の国際比　　　　 １９３７耗

　　　　　　　　　　　　　　　　　　成長率の計算は上表にかんする限り ，それぞれ両
較をあげておこう 。　　　　　　　　端の年次間の複利算にょる 。

ユ８８１～１９３７年 １８８１～１９１２年 １９１２～１９３７年

倍率１ 年成 倍率１ 年成 倍率１ 年成
長率 長率 長率
％ ％■ ％

アメリカ
８． １８ ３．

７
４． ０２ ４． ６ ２． ０３ ２． ９

イギリス
２． ４０ １． ６ １． ６６ １． ７

１． ４４ １． ５

イタリア
５． ３８ ３． １

３． ３０ ３． ９ １． ６３ ２． Ｏ

ドイツ
５． １８ ２． ９

３． ６９ ４． ２ １． ４０ １． ４
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ホ１２．９５ ４． ６榊４．５５

４．
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５
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　　　　　　　　　チユチヨソホワソ
　２）このことは，朱宗桓教授（韓国 ・東国大学）の刺激に富む論文Ａｒ開発途上

　　国開発戦略と目本の経験一大川一司教授の開発理論に対するいくつかの疑問一』

　　（『世界経済評論』１９８２年１２月所収），論文Ｂ　ｒ日本経済ｒ趨勢加速」説の限界』

　　（『経済評論』１９８４年８月号所収），論文Ｃ『開発経済学の基本的視点をめくっ て

　　一渡辺利夫助教授の韓国経済論の批判的検討一（上）（下）』（『世界経済評論』１９８２

　　年７ ・８月号所収）が典型例ではなかろうか。戦前の目本経済の成果の過小評価

　　や軽視や無視はとくに目本の周辺諸国や東南アジア諸国の経済学者に共通した傾

　　向のように思われる。かつて目本軍国主義の甚大なる被害を受げたこれらの国の

　　人々がそのように考えるのは無理からぬことで十分理解されうることである。こ

　　のようなこともあ って，偶然読んだ朱論文を　つの素材にして，経済発展論の視

　　角から，少々長くなるが，目本の戦前 ・戦時の目本経済の研究の重要性の理由を

　　指摘しておきたい。ｒ大川グループは，産業構造の変化とか技術の変化を数量的に

　　操作可能（ｏＰｅｒａｔｉｏｎａｌ）な範囲内で分析しようとしているが，そのようた数量的

　　に操作可能な変数のみが経済変数のすべてではない。経済変数の中にあっては ，

　　到底数量的に操作不可能たものがあるのである」（論文Ａ，８３べ一ジ），ｒ大川グ

　　ループにあ っては，数量的分析にこだわり過ぎたために，歴史的 ・構造的観点か

　　　ら初めて把握されうる経済の質的変化の側面を無視するか軽視してきたのではな

　　かろうか」（論文Ａ，８３ぺ一ジ）という視点や，渡辺利夫氏の韓国経済過大評価

　　論に対する批判，そして「開発途上国の経済発展にとっ て本当に役立つことは ，

　　その国の経済の足跡を賞め上げ，その実績を高く評価することによっ て， 途上国

　　の過去または現在の政策担当者たちを喜ばせることではない。むしろ，反対に ，

　　先進国の生々しい体験の中から生みだされた，体系的科学理論によっ て， 開発途

　　上国の杜会構造を鋭利に分析し，その病理の根源をつきとめ，病いを根本的に治

　　すための正しい処方塞を提示することこそ，途上国の発展に真に寄与する途であ

　　ろう」（論文Ｃ ，４０～４１ぺ一ジ）等々の指摘に．は首肯しうる一方，ｒ目本の戦前の

　　経済は失敗の歴史であ った。戦後の経済こそ成功の過程である」（論文Ａ，５１ぺ一

　　ジ）として，戦前と戦後の日本の経済発展モデルの質的相違についての見地は ，

　　構造的 ・歴史的視点を重視する別の視点から疑間を禁じ得たい 。

　　　　「今目の開発途上国が，戦前の日本モデルを見習え凄，真の経済発展への途か

　　らますます遠ざかっていく結果となり ，目本の戦前の失敗の二の舞に陥るであろ

　　　うことは明らかである」（論文Ｂ，９０ぺ一ソ），「戦前におげる戦争経済と犬衆収

　　奪それによる貧困の悪循環の構造は途上副ことっ てｒ百害あって一利なし」であ

　　る」（論文Ｃ ，５１ぺ一ジ）においてみられるように，この間題は朱教授が理論モ

　　デルをどのように理解しているのか，経済と経済以外の要因との関係，とくに帝

　　国主義との関係をどのように考えているのかにかかわっている。朱教授は，モデ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５８６）
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　ノレと現実の具体的歴史的事実とを混同している。戦前の目本の経済発展過程の長

所と短所の両面を分析する必要がある。そうでないと，短所といっしょに長所を

　も同時に水に流してしまうことにたる。戦前 ・戦時の目本の経済構造が時期によ

　り濃淡の差はあったとしてもすぐれて軍事的性格をおびていたことはいうまでも

　ない。目本が開国した時，新興の独立国としての目本は，極東に進出しつつあ っ

　た欧米列強の強力な軍事力と豊富た経済力と技術力という彼我の格差に直面し ，

　欧米の勢力に対抗していくためにはｒ富国強兵」以外に選択の余地はなかったの

　ではないか。権力的な国際政治への参加を余儀なくされた極東の片隅にある弱小

　国目本では，国民的合意の下に，ｒ富国強兵」，ｒ殖産興業政策」，ｒ文明開化」が

　すすめられ，周辺諸副こｒ民族的受難」を与えつつ，第一次世界大戦を経て，太

　平洋戦争への不幸な道を歩むのである。ではあるげれど，戦前の目本の経済発展

過程から戦争や帝国主義的性格を捨象した発展モデ ノレを考察することができるの

　ではないか。経済発展の始動の問題は，発展途上国にとっ て最も困難た問題であ

　る。経済発展始動の理論にしたがえぱ，「発展の始動は特定の刺激の結果」（Ｐ
・Ａ

　Ｙｏｔｏｐｏｕ１ｏｓ　ａｎｄ　 Ｊ． Ｂ． Ｎｕｇｅｎｔ，“ Ｅｃｏｎｏｍｉｃｓ　ｏｆ　Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ　Ｅｍｐｉｒｉｃａｌ　Ｉｎｖｅｓ －

ｔｉｇａｔｉｏｎｓ ”， Ｈａｒｐｅｒ＆Ｒｏｗ，１９７６，鳥居泰彦訳ｒ経済発展理論一実証研究一』

　慶応通信，昭和５９年，４５ぺ一ジ）であるから，戦前の経済発展の現実の中に ，

　始動の条件が発見される素材があるかもしれない 。

　　戦前 ・戦時に成立した諸制度 ・諸慣行は経済発展の装置として，当該時期には

　十分そのｗｏｒｋａｂｉ１ｉｔｙは発揮されなかったけれど，それらは戦後に引き継がれて

　高度経済成長の装置として十二分に作動したと考えられる 。

　　「経済政策のあり方，または経済の再生産構造にかんして戦前と戦後……質的

　相違があることを見逃すこともできない」（論文Ａ，４５ぺ 一ジ）。目本の産業政策

　が経済政策の中核であったのだとすれぱ，経済政策のあり方に戦前戦後に質的相

　違があるといえるだろうか。そして戦前の目本の領土や植民地獲得欲は，戦前の

　目本経済の再生産構造の不可避の産物であ ったのだろうか。それは，当時の目本

　の置かれた国際的環境に強制されるところも大きい上に，目本の支配考集団が ，

　ヨーロッパ列強の支配者集団に不幸にも強く植えつけられていた前資本主義的緒

　神の残存物からの影響を受げたからではないか（Ａ　Ｏ　Ｈユｒｓｃｈｍａｎ・ＴＨＥ　ＰＡＳ －

　ＳＩＯＮＳ　ＡＮＤ　ＴＨＥ　ＩＮＴＥＲＥＳＴＳ，Ｐｏ１１ｔ１ｃａ１Ａｒｇｕｍｅｎｔｓ　ｆｏｒ　Ｃａｐ１ｔａ１１ｓ皿ｂｅｆｏｒｅ

　Ｉｔｓ　Ｔｒｉｕ工ｎｐｈ，Ｐｒｉｎｃｅｔｏｎ　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ　Ｐｒｅｓｓ，１９７７，佐々木毅 ・旦祐介訳『情

　念の政治経済学』法政大学出版局，１９８５年，ユ３５ぺ一ジ参照のこと） 。

３）　もしこのことに成功すれば，目本独自の経済学あるいは目本独自の経済原論の

　構築の第一歩をふみだすことにたるかもしれない 。

（５８７）
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Ｉ　目本の経済杜会を説明 ・分析するための

　　３種類のアプ ローチ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
　明治維新以来，東アシアの非欧米的文化圏の後発国として，政府の強い発展

志剛こ誘導された目本の経済発展は，今目において「奇跡」ともいわれる顕著
　　　　　　　２）
なｐｅｒｆＯｒｍａｎｃｅ をおさめたことは，内外において等しく認識されるようにな

った。このことに対応して，目本経済への関心が高まり ，数多くの研究が発表

されているけれど，これを方法論的視座から整理すると，三通りのアプ ローチ

が考えられる。即ち現にある二種類のアプ ローチと，理論的に可能である他の

一種類のそれである。第一のアプ ローチは，如何たる国にも適用可能であると

される従来の経済理論を研究や理解する対象としての目本経済に適用していく

伝統的かつ正統的な方法で，その典型的な一例は，Ｈ．ＰＡＴＲＩＣＫとＨ．ＲＯ －

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
ＳＯＶＳＫＹ編の “ＡＳＩＡ’Ｓ　ＮＥＷ　ＧＩＡＮＴ ”（Ｔｈｅ　Ｂｒｏｏｋｍｇｓ　Ｉｎｓｔ・ｔｕｔ・ｏｎ，１９７６）を

あげることができよう。その他の圧倒的に多くの目本の経済発展論や目本経済
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
論の研究はこのアプ ローチに従っておこなわれている。第二のアプ ローチは ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
「現在世界の学者が共通財産としてもっ ている」マクロ 経済学やミクロ経済学

の分析方法が目本経済の発展過程やその現象の解析にどの程度有効であるのか

という立場，換言すれぽ，マクロとミクロの両理論の現実適用能力の限度を確

定するアプ ローチである。西欧の経済学がはじめて目本に導入されたのは，英

国人ウィリアム ・エリス『アウトライソズ ・オブ ・ソーシャノレ ．エコノミー』
　　　６）
（１８４６年）であるげれど，この時以来現在にいたるまで，目本の杜会構造や文化

的伝統と異質な西欧，とくにイギリスを中心とした西欧の経済杜会の観察より

理論化 ・抽象化された，古典派経済学，マルクス経済学，ケイソズ経済学，新

古典派経済学等々の各経済理論が目本に移植され，各学説の論理構造が，綿密

な実証的手法で精綴に研究されてきた。このことは目本の経済学者のすぐれた

資質といわれている。問題は，これらの各経済理論が，資本主義経済を採用す

　　　　　　　　　　　　　　　　（５８８）



　　　　　　　目本の経済発展過程の理論化をめぐる方法的諸問題（小野）　　　　　　　５３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
る如何なる国に対しても適用可能であるのかどうかということである。これら

の諸経済学説が目本の経済杜会の日常的およぴ歴史的そして計量的 ・統計的な

観察や体験あるいは洞察力を通じて，どこまで支持され否定されるべきかとい

う具体的な議論はこれまであまりにもすくたかったのではたいか。これらの議
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
論たｕこは，「われわれの現実認識はいっこうに進歩しない」のである。現実

のみたらず理論的認識も前進しないであろう 。第三の考え得るアプ ローチは ，
　　　　　　　　　　　　　　　９）
「目本流の独自の分析用具が必要」であるという，言うは易く行うは難しの視

点である。新しい独自の経済学のパラダイム（基本型）の構築ということにな

ろう 。アメリカの杜会学者，Ｄ．ベルは，Ｉｒｖｉｎｇ　Ｋｒｉｓｔｏ１とともに編集した

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
“Ｔｈｅ　Ｃｒｉｓｉｓ　ｉｎ　Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ｔｈｅｏｒｙ

’’

（Ｂａｓｉｃ　Ｂｏｏｋｓ，Ｉｎｃ．１９８１）所収の彼の論文

‘１〉［ｏｄｅｌｓ　ａｎｄ　ｒｅａｌｉｔｙ　ｉｎ　ｅｃｏｎｏｍｉｃ　 ｄｉｓｃｏｕｒｓｅ ’において以下のような興味あ

る議論を展開している。即ち，二十世紀初めの杜会学の中心間題（ｔｈｅ　ｃｅ・ｔｒａ１

ｑｕｅｓｔ・ｏｎ）は，合理的資本主義（ｒａｔ１ｏｎａ１ｃａｐ１ｔａｌ１ｓｍ）が，何故，中国やその他の

非西欧的世界ではなく西欧で発達したのかというマックス ・ウェーバー（Ｍａｘ

Ｗｅｂｅｒ）に提起されたそれであったげれど，現在では，この問題提起は，非現

実的（ｑｕ・ＸＯｔ・Ｃ）である。この間題に対するウェーハーの解答は，宗教によっ て

正統性（ｌｅｇ・ｔ・ｍａｔ・ＯｎＳ）を与えられた資本主義は，この正統性によっ て， 伝統的

諸関係〔ギノレド，教会区，氏族（ｃｌａｎｓ）〕が破壊され，個人主義が育成され ，

あらゆる資源が市場に従属するように変化した，ということであ った。しかし

ながら，二十世紀末において提起されつつある杜会学的問題は，資本主義か伝

統的諸関係（ｔｒａｄ・ｔ・ｏ・ａ１ｒｅ１ａｔ・ｏｎｓｈ・ｐｓ）を維持し，そして，伝統的な村落構造を

工場の構造に変換さえし，そして，共同体的特質（ｃｏｍｍｕ・ａ１ｉｓｍ）や コソセソ

サスを強調し，終身雇用制（１ｉｆｅ－ｔｉｍｅ　ｅｍｐｌｏｙｍｅｎｔ）でないにしても，長期雇用

（ｌｏｎｇ－ｔｅｍ　ｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ）を提供する目本において何故成功したのかということ

である。「過去二百年にわたり西欧で発展してきた経済理論は，このような問

題の前に無力（ｉｍｐｏｔｅｎｔ）である。それは歴史に関心を寄せなかったし，抽象
　　　　　　　　　　１１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ２）

的な分析理論であ った」，しかし「それがまさにやっかいな問題なのだ」と ，

ベノレはいう 。杜会学者の彼のこの言明は，極端な見地であると考えられるかも

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５８９）
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しれないげれど，第三のアプ ローチと対応している。にもかかわらず，経済学

の視角からみれぱ，第三のこのアプ ローチは第二のアプ ローチとは矛盾しない

し， 両立可能である。何故なら，異質な杜会 ・文化構造の中で発生した既成の

経済理論とはいえ，それらがすべて目本の経済杜会の分析に有効性を欠いてい

る訳でないからである。われわれの視座は，第三のアプ ローチを志向しながら ，

あるいは期待しながら，第二のアプ ローチを組込むことである。その根拠は ，

目本的経営，目本の産業政策や金融制度，　重構造や下請制等々の諸制度や諸

慣行とＤ ．ベノレが言及したような問題は従来の正統的た経済学では説明困難で

変則的た要素とされる特殊性であるが，それらを肯定（正）と否定（負）の弁証法

的な緊張関係の中て肯定的に分析し理論に変換しなげれはならたいからである 。

　　１）　もっと厳密にいえぱ，儒教文化圏として特定化できる。非キリスト教的文化圏

　　　で，経済的に唯一の先進国は目本だげである 。１９６０年代以後，儒教文化圏に属す

　　　る韓国，台湾，香港，シソガポールは皆中進剛こなった（金目坤ｒ儒教文化圏の

　　　秩序と経済」，水野正一・ 飯田経夫 ・藤岡浩司編『文化と経済発展』名古屋大学

　　　出版会，１９８３年所収参照のこと）。 またｒ消費者は効用を極大にし，企業は利潤

　　　を極大にするというお定まりの物語では目本資本主義は明らかにされません。そ

　　　して儒教資本主義を定式化することは，経済発展理論への重要な貢献になるだげ

　　　でなく…… 貿易紛争の将来の主役と見られる韓国，台湾，香港，シソガポール等

　　　はいずれも目本に似て，多かれ少なかれ儒教資本主義国で…… 」という森嶋通夫

　　　『続イギリスと目本一その国民性と杜会一』（岩波新書，１９７８年，１８７ぺ一ジ）に

　　　おける指摘やｒ諸国の経済成長の記録においてもっとも顕著たｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅｓの

　　　一つは，東アソァの諸国（目本，台湾，韓国，香港）とンソカポール　　これら

　　　の国は皆儒教倫理（Ｃｏｎｆｕｃ１ａｎ　ｅｔｈ１ｃｓ）の侯統を持っているが　　における第二

　　　次大戦後過去３０年間の一人当りの産出高の高い成長率である」（Ｈａｒｒｙ　Ｔ　Ｏｓｈ１ｍａ ，

　　　 ‘Ｒｅｍｔｅｒｐｒｅｔ１ｎｇ　Ｊａｐａｎ
’ｓ　Ｐｏｓｔｗａｒ　Ｇｒｏｗｔｈ’Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　ａｎｄ　Ｃｕｌｔｕｒａｌ

　　　Ｃｈａｎｇｅ．Ｖｏ１．３１，Ｎｏ．１，Ｏｃｔｏｂｅｒ１９８２）の指摘を参照のこと
。

　　２）新古典派の経済史家Ｄ．Ｃ．Ｎｏｒｔｈは，経済史を経済の構造（ｔｈｅ　ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ　ｏｆ

　　　 ｅｃｏｎｏｍ１ｅｓ）とＰｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ（Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ　ｏｆ　ｅｃｏｎｏｍ１ｅｓ）という二つの方法

　　　的概念によっ て説明している。ここでは彼にしたがって，“ ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃゼとは

　　　総産出高や一人当りの産出高そして所得の分配たどの計量的た経済諸量を指し ，

　　　「構造」とは，Ｐｅｒｆｏｍａｎｃｅの決定因子である杜会の特徴（ｃｈａｒａｃｔｅｒ１ｓｔ１ｃｓ　ｏｆ　ａ

　　　 ｓｏｃ１ｅｔｙ）を意味する。杜会の特徴には，政治組織，経済組織，技術，ｄｅｍｏｇｒａ －

　　　ｐｈｙ，杜会イデオ ロギーが含まれる。所得分配や経済の構造を説明するためには ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５９０）
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　伝統的な新古典派の境界を超えて，新古典派経済理論を拡張しなけれぱならな

　い，これがＤ．Ｃ．Ｎｏｒｔｈの視座である　（Ｄｏｕｇｌａｓｓ　Ｃ．Ｎｏｒｔｈ，“
Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ　ａｎｄ

　ＣｈａｎｇｅｍＥｃｏｎｏｍ１ｃＨ１ｓｔｏｒｙ ”， ＷＷＮｏｒｔｏｎ ＆Ｃｏｍｐａｎｙ，ＮｅｗＹｏｒｋ

　Ｌｏｎｄｏｎ，１９８１の第一章と第五章参照のこと） 。

３）金森久雄監訳『アジアの巨人 ・目本Ｉ　目本の経済発展』（目本経済新聞杜 ，

　昭和５３年），『アジアの巨人 ・日本１　財政 ・金顧 ・租税』，『アジアの巨人 ・日本

　皿　貿易 ・産業組織 ・技術』，『アジアの巨人 ・目本１Ｖ　労働 ・都市 ・杜会問題』

　が邦訳である 。

４）Ｗ．Ｗ．Ｌｏｃｋｗｏｏｄ，‘ Ｔｈｅ　Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ｄｅｖｅ１ｏｐ鵬ｎｔ　ｏｆ　Ｊａｐａｎ ”Ｏ
ｘｆｏｒｄ　Ｕｎｉ－

　ｖｅｒｓｉｔｙ　Ｐｒｅｓｓ：Ｌｏｎｄｏｎ，１９５５，（中山伊知郎監訳『目本の経済発展（上）（下）』東

　洋経済新報杜，昭和３３年），宮崎義一『戦後目本の経済機構』（新評論，１９６６年） ，

　江見康一・ 塩野谷祐一編ｒ目本経済論』（有斐閣，昭和４８年），小宮隆太郎ｒ現代

　目本経済研究』（東京大学出版会，１９７５年），中村隆英『目本経済』（東京大学出

　版会，１９７８年），大川一司『経済発展と日本の経験』（大明堂，昭和５１年），正村

　公宏『目本経済論』（東洋経済新報杜，昭和５３年），香西泰十荻野由太郎ｒ日本経

　済展望』（目本評論杜，１９８０年），南亮進『目本の経済発展』（東洋経済新報杜 ，

　昭和５６年）等々がこのアプ ローチに属する 。

５）黒坂佳央 ・浜田宏一ｒマクロ 経済学と目本経済』（目本評論杜，１９８４年，１６ぺ

　一ジ）。星川順一『目本経済の成長と循環』（ミネ ノレヴ ァ書房，１９８４年）もｒ目本

　経済成長の現実分析には既存の理論の全面的な組替と考え方の転換が要請され

　る」（ｉｉｉぺ一ジ）という視点である 。

６）　 この経済書は１８６７（慶応３）年に出版された〔玉野井芳郎『目本の経済学』（中

　央公論杜，昭和４６年，６ぺ 一ジ）〕 。

７）　「詳しくみれぱ杜会主義経済が国ごとに非常に違った個性を持っているように ，

　自由企業体制も一色ではない。現実の経済はエーテノレの中に住むホモ ・ニコノミ

　カスという抽象的人種によっ て営まれているのではない。同じ資本主義経済で

　も，それらの国の歴史的経験や，文化的伝統は違うし，住民の生活信条や行動様

　式も同じではない。それだけでなく会杜，銀行，労働組合等々の組織のされ方も

　気風も異なっている……各経済の特性が一層明確にされるに従って，私たちは出

　来あいの月並みのモテル　　それは新古典派であろうと何であろうと　　に満足

　しなくなり ，各経済ごとのより適切なモデノレの開発が経済学者の最大の関心事に

　なる」（森嶋通夫『無資源国の経済学』（岩波書店，１９８４年，２ぺ一ジ）として ，

　森嶋教授は，大方の経済学者と異なった路線を志向している 。

８）黒坂佳央 ・浜田宏一 前掲書，１５ぺ一ジ 。

９）　同上，１６ぺ一ジ 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（５９ユ）
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　１０）　中村達也 ・柿原和夫訳ｒ新しい経済学を求めて』（目本経済新聞杜，昭和６０年）

　　の邦訳がある 。

　１１）　 ４Ｔｈｅ　Ｃｒ１ｓ１ｓ　ｍ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｔｈｅｏｒｙ ’’

ｅｄ１ｔｅｄ　ｂｙ　Ｄａｎ１ｅ１Ｂｅ１１ａｎｄ　Ｉｒｖｍｇ

　　Ｋｒｉｓｔｏ１，ｐ
．７６

．

　１２）Ｉｂｉｄ
．，
Ｐ． ７７．この間題に関連して，後発的かつ非西洋の杜会の産業化 ・近代

　　化として表現される杜会的現実を理論化しようという間題意識で書かれている富

　　永健一「「近代化理論」の今目的課題　　非西洋 ・後発杜会発展の理論を求めて

　　　　」（『思想』１９８５年４月号所収）をあげておこう
。

　皿　方法的視座からみた争点

目本的経営と産業政策を例証として

　目本的経営・目本の産業政策，金融制度，そして経済の二重構造と下請制度

等については，論者によっ てその理解，把握の仕方に大きな相違をもたらして

いる。本稿は，さしあたって，それらの個別の間題を直接とりあげ実証的に詳

細に論じることを目的にしているのではない。本早では，目本の経済発展過程

を理論的に総括するさいに，あるいは抽象化するさいに検討しておかなげれば

たらたい方法的問題を明示したいという意図の下に，従来の新古典派経済学等

等の理論によっ て説明し難いとされる見解と可能であるという見解がある諸問

題の中で・目本的経営，目本の産業政策の二問題をとりあえず例証としてとり

あげ，それらの説明の争点を方法論的，理論的に考察を加えるものである
。

　（１）　日本的経営をめぐる論争

　（１）経済学の範囲の拡大　　新古典派経済学と目本的経営

　企業とは「生産をつうじて利潤を獲得するために一つの統一的な意志決定の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
主体によっ てコソトローノレ（経営）されている組織単位」であり ，この企業概

念では，「その内部組織とか構成範囲とか，その意志決定のプ ロセスとかの間

題についてはあまり注意を払わない。これはちょうど力学で使われる，質量を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
もつ空問的な拡がりはまっ たくもたない「質点」という概念に似ている」。これ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５９２）
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が経済学におげる一つの典型的な正統派の企業の定義である。私見では，「神

の見えざる手」というよく知られているアダム ・スミス的表現を使用すれぱ ，

「見える手で」ある政府の活動や「見える手」の「指」である企業活動や企業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
の内部組織にまで経済学の研究範囲を拡大する必要があるように考える 。何故

たら，資源の効率的配分は，「神の見えざる手」という価格 メカニ ズムによっ

ておこなわれるという新古典派経済学の調整メカニ ズムを認めるとしても，資

源の最適配分の機構はそれだげでなくて，政府や企業の活動そして企業組織で

ある具体的な目に「見える手やその指先」の諸加こ大きく依存しているからで

ある。ここでは，早速，この線に沿って，日本的経営をとりあげることにしよ

う。 当該問題は多方面の専門領域からとりあげられている。それ故，労働経済

学， 杜会学，経営学，経営史学，企業者史学そしてその他の学問的領域の「目
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
本的経営」に関するこれまで蓄積された成果を援用し，場合によっ ては批判的

に摂取し，われわれの問題関心から最近の日本的径営論争に若干の考察を加え

たい 。

　（ｉｉ）日本的経営の内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
　日本の企業は実際には何か「特別な観則や設計図」にしたがって運営されて

きたのではたいし，されているのでもない。目本の企業の経営管理は制度であ

るというより慣行といった方がいいのかもしれない。このような目本的経営現

象から一定の原則を誘導し，「特別な規則や設計図」を設計することが，今後

の基本的な課題になるのである。所謂「目本的経営」について，それを国内外

に認識せしめた最初の業績は，周知のＪ・Ｃ・ＡＢＥＧＧＬＥＮ，“
Ｔｈｅ　Ｊａｐａｎｅｓｅ

Ｆａｃｔｏｒｙ　ＡＳＰＥＣＴＳ　ＯＦ　ＩＴＳ　ＳＯＣＩＡＬ　ＯＲＧＡＮＩＺＡＴＩＯＮ ”（Ｔｈｅ　Ｍａｓｓａｃｈｕｓｅｔｔｓ

　　　　　　　　　　　　　６）
Ｉｎｓｔ・ｔｕｔｅ　ｏｆ　Ｔｅｃｈｎｏ１ｏｇｙ，１９５８）であ った。彼は，昭和３３年にはやくもこの書物の

中で，目本の工場の杜会構造は高度に能率的で，工場の杜会組織における目米

の決定的相違が，終身雇用制であることを指摘したのである 。「経営管理の諸原

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
理は絶対的なものでたい。それはその杜会の文化に関係を持っている」のであ

る。 目本的経営の特徴的な構成要因として，その縮図であるとされる上述の終

身雇用制（１・ｆｅ－ｔｍｅ　ｅｍｐｌ・ｙｍｅｎｔ　ｓｙｓｔｅｍ，１・ｆｅ－ｔ・ｍｅ・ｏｍｍ・ｔｍｅｎｔ　ｓｙｓｔｅｍ），年功序列

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５９３）
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制（ｓｅｎ・ｏｒ・ｔｙ　ｓｙｓｔｅｍ　ｏｒ　ｓｅｎ１ｏｒ１ｔｙ　ｗａｇｅ　ｓｙｓｔｅｍ）
，企業内労働組合（ｅｍｐｌｏｙｅｅ　ｕｍｏｎｓ

，

ｆｏｒｍｅｄ　ｏｎ　ｔｈｅ　ｂａｓ１ｓ　ｏｆ　ｃｏｍｐａｎｙ，ｅｎｔｅｒｐｒ１ｓｅ　ｕｎ１ｏｎ　ｏｒ　ｅｎｔｅｒｐｒ１ｓｅ－ｂａｓｅｄ　ｕｎ１ｏｎ
，

ｃｏｍｐａｎｙ　ｕｎ１０ｎ）がよくひきあいにだされるのが常識である。目本的経営が目本

の企業経営のすこぶる豊富な多くの特色ある諸因子から構成されているものと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）考えれは・上記以外のもっと多くの大切な要素を列挙することができよう 。論

者によっ て数多くあげられている特色ある構成要因の中で重要と思われる要因
　　　　　　　　　　９）
は・ （ａ）ナ

：■ヨ ナリスム十経済合理性，（ｂ）経営者資本主義（資本と経営の分離）
，

　　　　　　　１０）
（ｃ）間接金融体制をあげることができる 。さらに重要な要素として（ｄ）柔軟な職務
　ユ１）

構造や（ｅ）仕事のやり方もつげ加えておこう 。（ａ）のナシヨ ナリズムプラス経済合

理性については補足的な説明が必要と思われる。これは，目本の経営者がナシ

ョナリズムを実現できるように企業行動をとらなげれぱ企業の私的利益を獲得

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）できたいということを意味する。このことは，「経営ナシヨ ナリズム」という

テーゼにほぽ対応するであろう ・（ｆ）官民協調経汽（このことは必ずしも官民の剛こ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
軋機が存在しないということを意味しない），（９）企業集団の彩態上の特質も，上記

の諸要因以外に目本的経営の特徴的な内容に含まれるものと考えられる。渋沢

栄一の経済 ・道徳合一説と福沢諭吉のアタムスミス流実業思想は，目本の経営
　　　　　　　　　　　　　ユ４）
理念の二大潮流の源泉である。この視点でみれぱ，「経営ナシヨ ナリズム」は ，

渋沢栄一の実業思想の系統図につらなることになるのではないか。目本的経営

は人々が予想している以上に豊富な内容を持ち，以上のような多元的な諸要素

以外にさらに多くの要素をあげることができる。しかしながら，このことだけ

で満足することはできない。何故なら，このような目本経営の諸現象を理論化

すること・何らかの原理にもとついて論理的に合理的に体系的に構成しなけれ
　　　　　　　　　１５）
ばならないからである。たとえば，アメリカにおげる労働市場の長期雇用や労
　　　　　　　　　　　ユ６）
働者の企業内定着性の事象は，表面的には，目本の労働市場におげる終身雇用

制（長期雇用制）とは同じ現象として人々の眼に映るから，この側面だげをとり

だして定量分析を加えれば，目米問の雇用 ・労働関係にはさほと質的た差はな

いという結論を導出することも可能であるからである
。

　（拙）岩田龍子氏の文化論的アプ ローチ

　　　　　　　　　　　　　　　　（５９４）
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　さて，以上の予備知識を前提に，早速近時の目本的経営論争における日本的

経営独自性論に対して論文の公表順序や諸論点の詳細た追跡という方法にこだ

わらずに，多岐にわたる論点のうちから主要な批判点だけを考察しよう 。第一

の批判点は，従来の目本的経営の研究が，普遍的な枠組，即ち経営学や組織論

という枠組に依拠しておこなわれていないということ，換言すれぱ・ｒ経営学

の理論的骨格は欧米とくに米国で生みだされたものである 。目本の企業につい

ての研究は，そのような理論の領域を拡大し，理論をより　般化することてあ
　　１７）
る」カミ，これまでの文化論的 ・制度論的アプ ローチによる日本的経営論は，米

国生れて米国育ちの理論の深化や　般化に貢献するところ少なかったというこ

とである。実証的基盤の脆弱性，定量的資料に依存していない，これか第二の

批判点である。第三の批判点は，目本的経営の独自性や特殊性は・アメリカ的

経営などと比較すれば程度の差に過ぎないという論点である 。

　そこで，第一の批判点から検討を進めていこう 。この面で強力な反論をおこ

なっ ている論者の一人が，文化論的アプ ローチの視点からの岩田龍子教授であ

る。 岩田氏の基本的立場は以下三つにまとめられる。その一つは・ｒ欧米理論

を相対化しつつ登場した目本的経営論は，こうして，欧米か　般て，目本が特

殊だというゆがんだ考え方を克服しつつ，そこに特殊対特殊の関係を見出して

きたが，しかし，それは，こうした相対論の袋小路に迷い込むものではなく ，

むしろ，より高次の　般化への展望をはらうものであることに注意したけれは

ならたい。それは，両者の差異を明確にしたうえで，その双方を説明しうるよ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
うな理論の構築を志向するものなのである」。二番目は，如何なる杜会の経営

管理方式も，メリットとデメリットを伴うから１目本企業の経営がメリット
．

テメリヅトの両面を，「両価的」存在としてあるいは両論併言己するだけでは不

十分で，問題は，目本的経営の成果を承認するかぎり ，その積極面か消極面よ

り大きいことを論証することである。この論理を逆用すれぱ１目本的経営を評

価しない論者は，その否定的側面が肯定的成果を打消してあまりあることを証

明しなけれぱならないことになる。三つ目は，文化論的アプ ローチの分析には

技術的条件や経済的条件の説明が欠落しているとしぽしぱ批判を受げるのであ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５９５）
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るが，経済的条件や技術的条件は，時代や産業によっ て大きく異なるげれど ，

企業経営の基本的枠組みを構成する制度は，産業構造や歴史的変化の相違にも

とづく差は少ない。それ故，目本的経営の基本構造とその歴史的連続性を問題

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ９）とするかぎり ，杜会的 ・文化的要因がまず重視されるのは当然である。以上の

基本的立場を，一言でいえば，上述した「文化論的アブ ローチ」ということに

なろう。このアブ ローチは，「経済的要因を排除して文化的要因のみで説明し

ようとするものでは決してたく ，むしろ逆に，経済的要因だげでたく文化的要
　　　　　　　　　　２０）
因をも考慮すべきこと」，非経済的要因を与件として，経済的要因だけで分析
　　　　　　２１）
するのではたく ，　「経済的要因と杜会的 ・文化的要因とのからみ合い」を重視

する方法論である。目本的経営の研究が，普遍的枠組に依拠していないではた

いかという論難に対しては，文化論的アプ ローチはつぎのように答えている 。

目本的経営の特殊性にだげ目を向げるのではたく ，欧米諸国の企業経営の特殊

性と目本企業の経営の特殊性の相違を明確にし，その違いを統一的な普遍的な

パラダイムを使用して「きちんと説明」すること，あるいは「その特殊性の追

究の中から，より高次の一般性をあきらかにすること」であ って，特殊性存否

の間題でなくて，「特殊性の追求自体のまずさ」がむしろ問題である。「目本の

経営に顕著にみられるパターソを抽出し，その成止基盤についての理論化を試

みようとするものであ った…… それは，単なる特殊性の認識であるにとどまら

ず， 同時に，米国あるいは欧州の現実の中から抽出されてきた従来の経営論や

組織論の　般性に対して疑問を投げかげ，それら自身，大なり小なり独自の風

土性をもつ理論であることをあきらかにすることによっ て， それらを相対化し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
ようとするものであ ったのである」。逆にこういう間題も提起できる。文化論

的アプ ロー 刊こよっ ては目本的経営現象は的確に説明できないとする多くの批

判者は，所謂普遍的なフレームワークや普遍的概念であるとされる欧米的 コソ

セプトのみによっ て人々をして納得せしめる目本的経営理論を展開できたある

いはできるであろうか。さて，それでは，アメリヵやドイッなどの経営学の一

般的枠組に依拠したいで，文化論的アプ ローチは，如何たる問題を解明したの

であろうか。それは，企業経営の基本構造とその杜会的 ・文化的基盤との適合

　　　　　　　　　　　　　　　　（５９６）
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・照応関係’をあきらかにしたことである。既成の経営学等の方法論や概念にＬ

たがっていただげでは，以上のような重要な論点は明示されたかったであろう 。

文化論的アプ ローチのフレームワークは，研究対象を何も目本的経営だげに限

定する必要はなく ，北アメリヵ等々の企業の経営管理をも対象にすることが可

能である 。この方法によっ て文化被拘東的な米国等の経営学を正確に分析する

ことができるのである。以上論じてきたことから，文化論的方法は，より高次

の　般的 ・普遍的パラタイム（基本型）をもった理論を樹立することができる

可能性を内蔵しているのである 。

　（ｉ・）小池理論の批判的考察

　実証的基礎の脆弱性，定量分析的資料に依存していないということが第二の
　　　　　　２３）
批判点であ った。この角度から，年功賃金制と終身雇用制は目本企業に独自な

制度でないという結論を導出し，相当た影響力を及ぼしていると思われる有力

た論者の一人が，労働経済学者で労苦の多い丹念な実証的研究をおこな ってい

る小池和男教授である。したがって，まず小池氏の論述の要旨を紹介し，つぎ

　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）
に氏の議論を批判的に理論的に考察する 。

　小池氏のアプ ローチの仕方の特色の一つは，雇用システムの共通性と差異性

の両者の国際比較の説明ができる枠組が必要であるとして，職場におげる
‘‘

熟

練彩成
’’

を， 目本と欧米諸国の共通の変数として選び，この変数の変化により

目本と欧米諸国の雇用システムの同一性と差異性を説明していくという点にあ

る。 もう一つの特色は，「計量的手法を用いず，まったく素朴な手法を使うに

すぎぬ……統計の集計区分の限度まで追究し素朴に観察する方が，ときには事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
態に迫りうる」，「もっぱら統計資料の素朴な比較」という点にある。そこで ，

この方法により ，まず，精度が高いと氏がいわれるＥ　Ｃの賃金統計であるｒ賃

金構造調査』と目本のｒ賃金構造基本統計』（労働省）を使用して，Ｅ　Ｃ諸国と

目本の年功賃金と終身雇用制を統計的に吟味する。そこで得られた結論は，第

一に，目本の大企業のブノレーカラー男子労働者の賃金は年功カーブを描いてい

る， Ｅ　Ｃ諸国においてもホワイトカラー男子の賃金は年功的である，ＥＣ諸国

のブノレーカラー男子労働者は，イタリーを除いて，目本より長期勤続者の比率

　　　　　　　　　　　　　　　　（５９７）
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が高いこと，またホワイトヵラーもその比率が高く ，ホワイトヵラーの企業内

定着度が目本に劣らず高くｒ終身雇用化」していること，第二に，Ｅ　Ｃ諸国の

ブノレーカラー男子労働者は年功賃金ではないこと，である。したが って，目本

のブノレーカラー男子の賃金は年功的である，Ｅ　Ｃ諾国のホワイトカラー男子の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）
平均賃金のカーブは，目本のブルーカラー男子の賃金とほぼ同型であり ，それ

故に，Ｅ　Ｃ諸国のホワイトカラーの賃金は年功的である。だから，目本のブ ノレ

ーヵラーはホワイトカラー化している，ということになる 。

　氏のこのような論証の仕方と結論に対してつぎのような反論が明示されてい

る。 まず，論証の仕方についてである。このようなアプ ローチは平均値主義の
　　　　　　　　　２７）
悪しき典型例であるという反批判である。何故なら，目本の企業では経営揚模

のサイズに応じて長期雇用制度として終身雇用や年功賃金の表われ方が相違す

るから，平均賃金だげの国際比即こよる分析では意味のある結論がでてこたい 。

よく知られているように，目本の大規模な企業組織では，機能的に活動する中

枢的部分は，終身雇用制の下に置かれ，臨時工，バートタイマーそして嘱託な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
どの衛星部分は，経済変動に対するハヅファーとしての機能を果している。か

なり大きな比重を占めているこの衛星部分には必ずしも目本的経営方式の特徴

が適用されていない。上記のような事情を無視して平均賃金の国際比較を施こ

しても意義はない，と考えても当然であるが，如何なものであろうか 。

　第二の反論は，欧米の企業の賃金体系の前提では，職務と賃金 ・昇進の関係

が厳格に対応していること，それ故，欧米の企業では，より高い賃金や給与は

職務の高度化に比例して支払れるのである，ということを軽視あるいは無視し

ていることである。目本の経営組織では，そもそも，職務記述書に書かれてい

る職務という欧米的 コソセプトが明確にきめられていたい。職務におげる柔構
２９）

造は日本的経営の特徴の一つであるげれど，「日本の年功制には，それに対応
　　　　　　　　３０）
した職務移動がたい」。「同じ仕事をしていても，定期昇給によっ て給料が上 っ
　　　　　　　　　　　　３１）
ていくのが年功給なのである」。したがって，欧米諸国の平均賃金のヵ一ブだ

げをとりあげて，目本のそれと比較して，両者が近似していたとしても，そこ

からただちに欧米企業に年功賃金が存在するという結論を誘導することは早計

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５９８）
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である。年齢別の平均賃金ヵ一ブだけを観察しても，職務給か年功給かの差異

は識別できない。賃金額の差を説明する主要た変数は，勤続年数 ・年功である

という点に，目本の年功制の特色の一つがあるが，Ｅ　Ｃ諸国のホワイトカラー

男子の年功的にみえる賃金上昇は，熟練及ぴ地位の上昇に起因しているのであ

って，年功によっ ているのではない 。

　近代経済学の経済分析手法の特色の一つは，ｒｒ平均」をみるのではたくｒ限

界」をみるところにある。平均費用でなく限界費用が問題なのであり １企業組

織の内部で働くすべての人々でなく ，その組織に新たに雇用されたり ・辞めて

いく人々の動きが問題なのである。その限界的なところに，経済の動きを理解

するために必要な情報が凝縮されているからである。平均的たところをみても １

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２）
経済の動きのエッセソスはわからないという考え方である」。小池氏の方法の

問題は，ｒもっはら統計資料の素朴な比較」とｒ素朴な手法」にあるのではな

い。 もし，素朴な方法で，事柄の真実や真相にせまることが可能であれは・複

雑な計量経済学的手法よりこれに勝る手法はたい。正統派経済学の方法の流儀

にしたがってｒ組織に新たに雇用されたり ，辞めていく人々の動きが問題なの

である」。経営組織の人々を雇用する採用方法と形式は換言すれぼ人々の求職

の仕方は具体的にどうなつているのか。企業の採用形態には，新規学卒一括採

用， 職業安定所や新聞広告を経由しての採用，そして縁故採用あるいは，新卒

採用，　般採用，中途採用がある。目本の中規模以上の企業組織の採用形態の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３）
主流は，新規学卒者の定期一括採用である。米国企業の場合，その時六の必要

に応じた欠員補充というのが採用の基本原則であるのに対して，目本の企業で

は何故このような新学卒者の定期一括採用という彬態が慣行として定着したの

か。 それは欧米型の労働市場の未発達と労働移動が容易でないからだというよ

うに答えることができる。しかしながら，この回答ではまだ不十分である。何

故， 目本では，欧米型の労働市場が未発達で労働者の企業問移動が容易でない

のか，という間題に答えてはじめて十分た解を得ることになる。小池氏の上述

した議論からは以上のような問題に対してとのような解答が用意されているの

かまだ不明である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５９９）
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　つぎに・氏の議論とその結論部分に対する批判点を列挙しておこう 。第　に
，

ある勤続年数のホワイトカラーの給与額の平均値が欧米と目本でたとえ同じで

あっ ても・両者の問で給与額と職務のバラッキ＝標準偏差が大きくちがってい
３４）

る。 第二は，欧米企業の下にあ って，たとえホワイトカラーやブノレーカラ＿の

高い企業内定着率，つまり長期安定雇用が観測されたとしても，それは，賃金

上昇なき長期安定雇用である。何故なら，たとえぱ，米国企業では，昇給 ・昇

進は，欠員補充が原則であり ，目本式の年功賃金的現象が維持されるためには
，

各企業に欠員が不断に存在し，労働市場において，その欠員をめぐっ て， 頻繁
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５）
に労働移動がおこなわれていることが条件である。しかし，このことは，必然

的に労働者の企業内定着率を小さくすることを意味する。米国企業においては ，

長期安定雇用と賃金上昇との関係はトレートオフになっている。Ｅ　Ｃ諸国のホ

ワイトカラー男子に長期勤続者が多いのは，フルーカラーより習熟度の長い仕

事の性質から当然のことであり ，長期勤続者の比率が高い，だから，終身雇用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６）
であると短絡的に結論づげることはできない

。

　それでは・氏におげる年功賃金や終身雇用なとの日本的労資関係を否定する

理論的根拠は何か 。

　簡単にいえは，一旦成皿した杜会諸制度はそれらを廃棄するのに コストがか

かりすぎるという「杜会制度廃棄 コスト説」である。氏によると終身雇用の基

本的移成要因は，企業内の労働者の配転と昇進によって移成される内部昇進制
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７）
である。労働者の熟練は，「企業内のｒ昇進」」と配転により ，Ｏ　Ｊ　Ｔによっ て

形成される。それ故，終身雇用制の形成は熟練形成に依存している。独占段階

の資本蓄積に最も適合した労働カタイブとして内部昇進制がある。労働カタイ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８）
プとは「キャリアにわたる熟練形成のタイブである」。キャリアとはｒ企業内
　　　　　３９）
移動の コース」であり ，その具体的形態は，配転と昇進の コースである。十九

世紀の産業資本主義段階では，この段階に適合した労働カタイプがあり ，それ

にもとづいて，職業別組合のような杜会諸制度が存在する。長期にわたって自

由競争の段階が繁栄すると，それに照合した杜会システムカミ発達し，定着し ，

これらの杜会システムを，独占段階の資本蓄積に適合するように廃棄すること

　　　　　　　　　　　　　　　　（６００）
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はコストが高くなりすぎて困難である。繁栄した前段階の英国では，職業別組

合が強く ，なかなか内部昇進制が普及しなかった。しかしながら，二十世紀の

産業である装置産業の化学産業では，職業別組合の伝統がなく ，かなり内部昇

進制が普及した。鉄鋼部門でもやはり内部昇進制がみられた。目本の工業化は ，

独占段階と前段階との変り目に出発したため，前段階の杜会システムが確立せ

ず， 新しいシステムが普及した。この意味で，目本の労資関係はもっとも「先

進的」であると，氏は結論づげる。以上の言及からわかるように，氏の経済主
　　　　　　　　４０）
義の論理にあ っては，杜会 ・文化的要因は一切認められていない。それ故この

理論にしたがえは，前段階の非常に短い ：■ソカポーノレや韓国なとの新興工業諾
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１）
国にも「より先進的」な終身雇用制が形成されることになる。どうであろうか 。

　日本的経営もアメリカ的経営たと程度の差にすぎたいので，日本的経営の独

自性たどというものは存在したいというのカミ第三の批判点であ った。これに対

する反論は上記の論述の中で相当な程度果されている。にもかかわらず，まだ

言及されなかった部分を補足的に論じておこう 。

　労働市場の一重構造あるいは労働市場の分裂　　大企業労働市場と非大企業

労働市場　　を識別する指標は，離職率 ・移動率と労働移動の捗態である。労

働移動の形態（上向移動　　給与 ・賃金だけでなく ，職業上の安定性，福利厚生施設 ，

杜会的評価なとを含めた待遇のよい会杜への移動　　， 平行移動，下向移動　　より待

遇の悪い企業への移動　　）が，とのようた形態をとるかとうかは，景気変動の

結果にも依存しているげれど，一般的にいって分裂した労働市場の下では，下

向移動が多くたり ，よい場合でも平行移動で，より待遇のよい大企業への上向

移動が存在したとしても稀なケースである。転職による企業窺模問の移動状況

をみると，同一規模問での
‘‘

平行移動”老が３６．４％，より大きい観模への “上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２）
向移動

’’

老が３５．２％，より小さい窺模への
‘‘

下向移動”老は２８．４％という結果

である 。“平行移動
’’

者と
‘‘

上向移動”者をあわせると７１．６％で，この数値だ

けをみると，目本の労働市場におげる企業間移動率が高いことを明示している

ようにみえる。しかし，これだげでは，如何なる企業観模問におげる平行移動

であり上向移動であるかは不明である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０１）
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規模別転職経験の有無　　４３）

１００人未満

１００～５００人未満　　

５００～１ ，０００人未満

１， ＯＯＯ～５ ，０００人未満

５，０００人以上

　Ｎ＝２１３（人）

１Ｎ＝１２２ 　　　
；１２５

．４

　Ｎ＝７９ 　１１６ ．５

……７・９（・ 三…）
　　１５ ・２ 　　 （Ｎ＿３４３）

４４
・１；％

（出所）日本リクルートセンター「リクルート調査月報』Ｙｏ１ ．６，Ｎｏ ．１５．１９８２年より作成 。

　移動率 ・離職率もやはり労働移動形態が景気変動の影響をまぬがれなかった

と同様に景気動向の結果に影響を受げる。それ故，この影響を除去した離職率

や移動率が問題であるが，このような資料はないようである。上記の規模別転
　　　　　　　４３）
職経験の有無の図から，企業規模が小さいほど転職率が高く ，観模が大きくた

るにしたがって転職率が小さくなっていくこと，とくに大規模企業では転職率

が急減していることが発見される。このことから，終身雇用制は中規模以上の

企業に定着しているとみて差支えないであろう 。

　（Ｖ）目本的経営モテ ノレ と普遍モテノレ との関係

　文化論的アプ ローチの視点に立てば，アメリカ的経営の現実態から抽出され

た理念型としてのアメリカモデルは，アメリカ経営学として文化被拘束性をも

ちながら一応確立しているのに反して，目本的経営の現実態を抽象化した理念

型としての日本モデルは目下構築中たいしは今後構築したげれぱならたい未完

成モデルである。文化論的アプ ローチの究極の目標は，各国の企業経営の同一

性と差異性の両方を説明しうる普遍モテノレの樹立である。この普遍モデルにい

たる認識過程には，以下のような三つの認識段階を設定してみることができよ

う。 第一段階では，たとえぱ現実態としてのアメリカ的経営と目本的経営の比

較である。即ち現実態と現実態の比較である。この段階では，目米双方の現実

の企業管理に共通した現象を発見しようとえぱいくらでもみつげることができ

る。 それ故，この段階の認識論からは，所謂「程度の差」論は，容易に導出す

ることは可能である。第二のステージは，企業経営におげる目本の勇実態から ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０２）
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この現実態を適切に理論的に説明しうる理念型としての日本的モテルを確立す

ることである。アメリカの企業経営の現実から，抽象化されたアメリカモデル

の設計である。このようにして，われわれの認識の過程は，以上の二段階を経

由することにより ，普遍モテノレである第三ステーンに到達することが可能とな

る。 以上のことから，われわれは，一挙に，より高次の普遍モテ ノレを完成させ

ることはできないことが理解される 。目本モデノレの確立なしに，第三段階モデ

ルに行きつくことはできない 。

１）今井賢一・ 宇沢弘文 ・小宮隆太郎 ・根岸隆 ・村上泰亮ｒ価格理論Ｉ』（岩波書

　店，１９７！年，９８ぺ 一ジ）。

２）前掲書，９８ぺ一ジ 。

３）ロバート ・Ｗ ・クラウワーｒ経済学の憂うべき現状」（原題は，ＴｈｅＤｅｃｉｍａｌ

　Ｓｔａｔｅ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ｓｃｉｅｎｃｅ，近代経済学 シリーズ＠『東洋経済』１９８５年５月１７

　目号）において同じ主旨のことをいっている 。ｒ従来の企業理論においては企業は

　多くの場合に内部の広がりを持たない質点のごときものとして扱われてきたため

　に，それとの差異を明示するためであり ，また組織という用語を用いるのは，企

　業の内部が典型的な（階層的）組織とな っており ，そこでの意志決定が組織とし

　ての意思決定であることを強調するためである。また，企業の内部の間題を扱う

　にもかかわらず，経営学ではなく経済学という用語を使うのは，その実質的た分

　析内容が経済学で開拓されてきた分析用具に基づいているからであり ，また内部

　組織の解明が経済学自体にとっ て重要な課題となってきており ，それが市場の理

　論や産業組織論の実質的な内容ともつながるからである」（今井賢一・ 伊丹敬之

　・ 小池和男ｒ内部組織の経済学』（東洋経済新報杜，昭和５７年，３～４べ 一ジ）

　といわれるように，ｒ内部組織の経済学」（Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ　ｏｆ　Ｉｎｔｅｍａ１Ｏｒｇａｎ１ｚａｔ１ｏｎ）

　はｒ企業理論」の新たな口乎称であるとされている 。

４）　目本的経営にかんする文献は玉石混清ではあるけれど，汗牛充棟で，経済学の

　立場から渉猟することは骨が折れる仕事である 。

５）中川敬一郎『比較経営史学序説』（東京大学出版会，１９８４年，２０４ぺ 一ジ）。

６）　占部都美監訳，森義昭共訳『目本の経営』（ダイヤモソド杜，昭和３３年）の邦

　訳がある 。Ｊ　Ｃ　Ａｂｅｇｇ１ｅｎ，“ ＭＡＮＡＧＥＭＥＮＴ　ＡＮＤ　ＷＯＲＫＥＲ　ＴＨＥ　ＪＡＰＡ－

　ＮＥＳＥ　ＳＯＬＵＴＩＯＮ ”， （Ｓｏｐｈ１ａ　Ｕｍｖｅｒｓ１ｔｙ，１９７３）は，前著書と同じ監訳者共

　訳者により『目本の経営から何を学ぶか』（ダイヤモソド杜，昭和４９年）が訳出

　されて，その中に，前著書が収録されている。ただし第七章　目本の工場におげ

　る生産性　が削除されている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６０３）
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　　７）Ｊ．Ｃ．Ａｂｅｇｇ１ｅｎ，１前掲書の序文を書いたニバレット ・Ｅ ・ハーゲソの言明である 。

　　８）上述以外に，¢丸抱え的な一括採用，　平均的な会杜人問をつくる定型訓練 ，

　　　　ジ ェネラリストを育成する職場遍歴，＠競争の抑制と人の和の尊重，◎稟議制

　　　度，＠おみこし経営と集団責任体制，¢権威主義的であるとともに民主的，参画

　　　的な組織，＠私生活にまで及ぶ従業員福祉への温情的配慮　を尾高邦雄ｒ目本的

　　　経営』（中央公論杜，昭和５９年，１１４～１５ぺ一ジ）はあげている 。

　　９）　ｒマノレクス主義者や月並たアソグ ロサクソソの経済学者にとくに共通している

　　　ことは，まず，ナシ ョナリズムの重要性を軽視していること，第二に，それを悪

　　　（ｅｖ１１）としてとりあつかっていること」（Ｄ　ＳＥＥＲＳ，“ ＴＨＥ　ＰＯＬＩＴＩＣＡＬ　ＥＣ －

　　　ＯＮＯＭＹ　ＯＦ　ＮＡＴＩＯＮＡＬＩＳＭ ”， Ｏｘｆｏｒｄ　Ｕｎ１ｖｅｒｓ１ｔｙ　Ｐｒｅｓｓ，１９８３，Ｐ３０）とい

　　　われている。両義的ナシ ョナリズム間題を忌避することなく ，目本の経済発展に

　　　おげるナシヨ ナリズムの果した役割について李由如ともっと研究することが望ま

　　　れる 。

　１０）脇村義太郎 ・中川敬一郎対談ｒ目本的経営の源流をさぐる」（１９８１年８月１８ ・

　　　２５目合併号『ニコノミスト』毎目新聞杜所収）参照。たお，日本的経営の経営理

　　　念の源流を，江戸時代の中小商家の経営理念である心学に求めた竹内靖一『日本

　　　的経営の源流』（ミネルヴ ァ書房，昭和５２年）がある 。

　１１）　占部都美教授はその著『目本的経営を考える』（中央経済杜，昭和５７年，１１５ぺ

　　　一ジ）において，目本的経営の重要な特質の一つとして各職務内容が多能工的性

　　　格をもつ点を強調している 。

　１２）　間宏ｒ目本的経営』（目本経済新聞杜，昭和５１年，７０ぺ一ジ）参照のこと。なお

　　　間教授はナシ ョナリズムを民族主義的ナシ ョナリズムと国家主義的ナシ ョナリズ

　　　ムとにわげて，前者の時期は明治末までと講和条約成立までの戦後復興期，後者

　　　は大正以後第二次大戦までと講和条約以後の高度経済成長期であるとしている 。

　１３）津田真激ｒ目本的経営の将来』（並木信義編ｒ目本杜会の特質』目本経済新聞

　　　杜，昭和５６年所収，２３４～３５ぺ一ジ）参照 。

　１４）中川敬一郎 ・前掲書，１７３べ一ジ 。

　１５）文化論的アプ ローチにかたよりすぎているという批判があるげれど岩田龍子

　　　『目本的経営の編成原理』（文真堂，昭和５２年）は，このような視角からの最初の

　　　試みであろう 。

　１６）安春植ｒ終身雇用制の目韓比較』（論争杜，１９８２年）の第一章　目本の終身雇用

　　　制の本質的形成要因に関する主要な見解　の付章　アメリカにおげる長期雇用化

　　　をめぐる論争　で，アメリカの労働市場におげる長期雇用化をめぐる論争におい

　　　て，新古典派経済学の限界生産力的労働市場論，人的資本理論，内部労働市場

　　　論，二重労働市場論におげる労働移動や長期雇用をめぐる論争が手際よく紹介さ

　　　れている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０４）



目本の経済発展過程の理論化をめぐる方法的諸問題（小野） ６９

１７）　加護野忠男 ・野中郁次郎 ・榊原清則 ・奥村昭博著『目米企業の経営比較』（目

　本経済新聞杜，昭和５８年，１０ぺ一ジ）。

１８）岩田龍子「目本の経営をめぐる特殊論と普遍論」（『経済評論』昭和５６年７月号

　所収，４１べ一ジ）。

１９）岩田龍子ｒ目本的経営」論争一その成果と新展開の方向を探る一』（日本経済

　新聞杜，昭和５９年，８４ぺ 一ジ）。

２０）岩田龍子ｒ「日本的経営」論争の現段階」（『経済評論』１９８１年１２月号所収，６５

　～６６べ一ジ）。

２１）前掲論文，７０べ一ジ 。

２２）岩田龍子「目本の経営をめく“る特殊論と普遍論」４０～４１ぺ一ジ 。

２３）岩田龍子，前掲書によると，ウラデ ィミール ・プーチ ック（当時コロソピア大

　学）の『日本経済新聞』昭和５６年１月２１日号に掲載された論文ｒ日本的経営論に

　科学的厳密さを」において “文化論的アプ ローチ
’’

がこのように批判された 。

２４）　以下の議論の紹介は，小池和男『目本の熟練』（有斐閣，昭和５６年）と同氏の

　「目本的雇用システムの本当の特色は何か」（シソポジウム「“目本特殊性論”の

　全面検討」，近代経済学シリーズＮｏ．５７ｒ東洋経済』昭和５６年７月１０目号所収）

　に依拠している 。

２５）小池和男『目本の熟練』（有斐閣，昭和５６年，４９べ 一ジ）。

２６）以下の図は，小池和男，前掲書，５７ぺ一ジと５９べ一ジからのものである 。

年齢別賃全の日欧比較（ブルーカラー 男）

墓：；；［

指数２００Ｌ
珂、、。！

２４

気１００

習

０　５０

０

日本１ ，０００

　イギリス

フランス

１６～１７２１～２４３０～３４４０～４４　５０～５４　６０～

　　（２０～２４）
　１８～２０　２５～２９３５～３９４５～４９　５５～５９

　（１８～１９）　　　　　　　　　　　（年齢）

（出所）　日本「昭和５１年賃金構造基本統計調査」 。

　　　ＥＣ，Ｓ〃〃６～榊　ｏアＥ０７〃〃ｇｓ加１〃６洲〃ツ ，

　　　１９７２

　　　イギリス，ル〃肋閉加ｇｓ Ｓ〃〃２ツ，１９７５

（注）１）製造業，男子に限る。ただし，イギリスは

　　　全産業 。
　　２）　Ｅ　Ｃは事業所規模１０人以上。イギリスは全

　　　規模 。

年齢別賃金の日欧比較（ホワイトカラー 男）

貨日本Ｗｌ
，０００

金２５０

　　　　　　　　　　　　　　！イタリア指
数２．Ｏ

　　多薫ミーくズ引５０

　　　　　　　　　　　　　べ吋ギリス
２４　　　　　　　　西ドイツ　　 、
乞６ｍ

　　　　　　 日本・１
，・・ら

１　　 。力

２弓　〃

士Ｊ

９
　１６～１７２１～２４３０～３４４０～４４５０～５４　６０～

　　　（２０～２４）
　　１８～２０　２５～２９３５～３９４５～４９５５～５９

　　（１８～１９）　　　　　　　　　　　（年齢）

（出所）左と同じ 。

（注）ユ）製造業，男子に隈る。ただし，イギリスは

　　　全産業 。

　　２）　Ｅ　Ｃは事業所規模１０人以上。イギリスは全

　　　規模 。

（６０５）



７０　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３４巻 ・第５号）

　２７）岩田龍子『「目本的経営」論争』５６ぺ一ジ 。

　２８）　「終身雇用制の根本的なメルクマールは，アメリカの企業におげるレイオフの

　　　ように，企業が一方的に労働者を解雇することを抑制する点にある」（舟橋尚道

　　『目本的雇用と賃金』法政大学出版局，１９８４年，１５ぺ一ジ）げれど，不況に．よる

　　減産の時の雇用調整は，¢残業の削減，　一時帰休 ・休目増加，　臨時工，嘱

　　託，バートタイマーの整理，＠新規学卒 ・中途採用の抑制，　従業員の企業内外

　　への配置転換と出向などの労働移動政策をおこなった上，なおかつ人員余剰が発

　　生した時は，希望退職をつのり ，それでもまだ余剰人員が残る場合は，指名解雇

　　をおこたう（舟橋尚道，前掲書，１１～１２ぺ 一ジ）。それ故，終身雇用制なり慣行

　　は，如何たる経済的条件の下でも存在しうるものでたく ，企業ができるだけ守ろ

　　　うとしている慣行で，従業員のサイドからは，経済的条件に変化がなげれば，大

　　過なけれは，停年まで長期間雇用が維持される制度である 。

　２９）厳格な組織構造でもっ て知られた旧日本軍においてさえも，英米の軍隊と比較

　　するとその職務は柔構造であったとされている 。
　３０），３１）西田耕三『目本杜会と目本的経営』（文真堂，昭和５７年，１７８べ一ジ）。

　３２）今井賢一・ 伊丹敬之 ・小池和男ｒ内部組織の経済学』（東洋経済新報杜，昭和
　　５７年，２ぺ一ジ）。

　３３）　ｒ現在のわが剛こおいては中観模以上の企業では新卒採用が主たる雇用形態で

　　あり ，小観模企業ではこれに一般採用の形態が高い割合で加わることになる」

　　（柴田悟一『データにみる目本企業の経営風土』（同文館，昭和５８年，８３べ一ジ）。

　　以上のような結論がでてくる統計的証明は，柴田悟一 前掲書，８０～８２ぺ一ジを

　　参照されたし。参考までに，引用されているつぎの三つの表をあげておく 。

　　　　　　　　　　　　　　　新観学卒就職者

学校 ・年 産業計 学校 ・年 産業計
昭和４５年３月卒

（人）

昭和４５年３月卒

（人）

中
２７１ ，２６６

大
２７６，２６０

５０ ９３，９８７ ５０ ３４６，０１６

学
５１ ８０，９８４ ５１ ３４３，８５１

５２ ７６，２６３ ５２ ３６９，７１３

５３ ７０，６３７ ５３ ３８３，７６８

校 ５４ ６５，１７９ 学 ５４ ４１１ ，４５６

５５ ６７，４１５ ５５ ４２６，２７１

音同 昭和４５年３月卒 ８ユ６ ，６６９

合
昭和４５年３月卒 １， ３６４，２００

５０ ５９０，８９３ ５０

等

１， ０３０，８９６

５１ ５５９，２３２ ５１ ９８４，０６７

学
５２ ５９６，９４２ ５２ １， ０４２，９１８

５３ ５９６，４８２ ５３ １， ０５０，８８７

校 ５４ ５９１ ，４１４ 計 ５４ １， ０６８，０４９

５５ ５９９，６９３ ５５ １， ０９３，３７９

（注）１）就職者には就職進学者を合む 。

　　２）大学は昼間，夜間の合計で短大，大学院（修士，博士）を含む。
（出所）文部省「学校基本調査」

　　　　　　　　　　　　　　（６０６）
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一般職業紹介状況　　男女計　　（新規学卒者およぴハートタイマーを除く）

新規求職申込件数 新規求人数 就職件数
　　　　　　　　ｉ常　用！臨時 ．季節１
　　　 １　　　　　　１

　　　　，常

　用１臨時 ・季節 常用１臨時 ・季節
昭和５３年度 ３， ２５８，５６４ ８６４，５７６ ３， ユ５０，９４８ ７３４，６４０ ８５５，６６０ ４６４，７４８

５４ ３， １１４，４３０ ８６５，３６７ ３， ６４３，２６６ ７６８ ，０４４ ８６６，８５３ ４５７，４４０

５５ ３， ３６３，１９７ ９ユ９，６８７ ３， ５３ユ ，６１２ ７５０，５４２ ８８０，０４ユ ４９ユ ，５７８

５６ ３， ６ユ８，４２３ ８９７，９８７ ３， ４４１ ，１７７ ６７６，８８２ ８９２，ユ８６ ４４０，８８８

（出所）労嚢省「労働市場年報」

　　　　　　　　　　　　新規学卒就職者の規模別構成比 （単位　％）

構　　　　成　　　　比
学校 ・年　就職者数

　〔中　学〕　　　　　　（人）

昭和４ユ年３月卒　　３２８ ．０９３

　　４２　　　　　　　　　　　２９０，４ユ２

　　４３　　　　　　　　　　　２５９ ．３０５

　　４４　　　　　　　　　　　　２２７．５０１

　　４５　　　　　　　　　　　ユ９６ ．９３４

　　４６　　　　　　　　　　　ユ６５．６５５

　　４７　　　　　　　　　　　　ユ３４ ．０２２

　　４８　　　　　　　　　　　　ユ０８．５８０

　　４９　　　　　　　　　　　　９６ ．９９３

　　５０　　　　　　　　　　　　７０，ユ３４

　　５１　　　　　　　　　　　　　５９．４０３

　　５２　　　　　　　　　　　　　５５．６９７

　　５３　　　　　　　　　　　　４９．４６３

　　５４　　　　　　　　　　　　　４５ ．４３９

　　５５　　　　　　　　　　　　　４５ ，９０５

　〔高　校〕　　　　　（人） ■

昭和４１年３月卒　　４２５ ．９９２
　　４２　　　　　　　　　　　４１９，ユ２９

　　４３　　　　　　　　　　　　４２３．８７６

　　４４　　　　　　　　　　　　３９８ ．４７２

　　４５　　　　　　　　　　　　３８０．６５４

　　４６　　　　　　　　　　　　３６７．０５１

　　４７　　　　　　　　　　　　３３２．６１４

　　４８　　　　　　　　　　　　５３６ ．７１４

　　４９　　　　　　　　　　　　５２３．７７５

　　５０　　　　　　　　　　　４８０，ユ８２

　　５１　　　　　　　　　　　　４５０．９６３

　　５２　　　　　　　　　　　　４８ユ ，４ユ４

　　５３　　　　　　　　　　　４７７．４０８

　　５４　　　　　　　　　　　　４７５ ．６０３

　　５５　　　　　　　　　　　　４９２ ，ＯＯＯ

合　　計

１ＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯ０ １０

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．０

１００ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

ユＯＯ ．Ｏ

５００人以上

２９ ，６

３３ ，１

３５ ，１

３６ ，７

３７ ，０

３６ ，６

３２ ，８

３５ ，６

３７ ，３

３０ ，２

２５ ，６

２６ ．ユ

２２ １９

ユ９ ．９

ユ８ ．８

３４ ，４

３９ ，２

３９ ，５

４２ ，３

４４ ，６

４４ ，９

４２ ．ユ

４４ ，９

４８ ，９

４７ ，８

３７ ，９

３９ ，６

３８ ，７

３６ ，３

３８ ．９

ユＯＯ～４９９人

２７ ，９

２６ ，６

２５ ，７

２５ ，５

２７ ，５

２８ ，５

２８ ，６

２７ ，２

２７ ，８

２８ ，２

２６ ，７

２７ ，０

２５ ，１

２５ ，２

２７ ．７

£Ｏ ．２

２９ ，３

２９ ，０

２８ ，７

３９ ，０

３１ ，９

３２ ，０

３１ ，８

２９ ，６

２８ ，９

３１ ，６

３１ ，！

２９ ，７

３０ ，２

３０ ．５

３０～９９人

１９ ，７

１７ ，８

１６ ．８

ユ５ ，８

！４ ，６

１４ ．７

ユ５ ，３

１４ ．９

ユ４ ．１

ユ６ ．２

ユ７ ，６

１７ ，５

１８ ，７

２０ ，１

２０ ．７

２１ ，４

１９ ，０

１９ ，２

１８ ，１

１２ ．Ｏ

ユ４ ．２

ユ５ ，９

１４ ，６

１３ ，６

１４ ．３

ユ８ ．Ｏ

ユ７ ，３

１８ ．１

ユ８ ，９

１７ ．５

２９人以下

２２ ，９

２２ ，５

２２ ，４

２１ ，９

２０ ，９

２０ ，２

２３ ，３

２２ ，２

２０ ，８

２５ ，４

３０ ．ユ

２９ ，４

３３ ，２

３４ ，８

３２ ．８

ユ４ ．ユ

１２ ．５

ユ２ ，３

１１ ．０

９． ４

９． ０
９． ９
８． ７
７． ９
９， ０

１２ ，５

１２ ．Ｏ

ユ３ ．４

ユ４，５

１３．１

　　（注）職業安定機関取扱分。高校の４８年以降については学校扱いも含む 。

　　（出所）労働省「職業安定業務統計」

３４）西田耕三，前掲書，１７８～７９べ一ジ 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０７）



７２　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３４巻 ・第５号）

　３５）岩田龍子『ｒ目本的経営」論争』５８ぺ一ジ参照 。

　３６）舟橋尚道『目本的雇用と賃金』７４べ一ジ 。

　３７）小池和男『職場の労働組合と参加一労資関係の目米比較一』（東洋経済新報杜 ，

　　昭和５８年，２２３ぺ一ジ）。

　３８）小池和男，前掲書，２３８べ一ジ 。

　３９）小池和男，前掲書，４べ一ジ。氏はいう 。ｒキャリアとは，わが国の状況にも

　　　とづき，わたくしがつくっ た概念である。……わが国の経験から概念をつくっ て

　　いくことがいかに大切で有効であるかを，この本が力説したい点である」 。

　４０）経済主義の論理といったのは，その枝葉をとりはらっ て論理の根幹だけをとり

　　だせぱ，資本の論理と経済的要因だげで目本的労資関係を説明していく視座であ

　　る。独占資本主義段階の産物，労働間題の激化に目本的労資関係の基本的移成要

　　因を求める隅谷三喜男氏がその一人である。この視座にたてぱ，目本的経営とか

　　　目本的労資関係，たとえぱその一要素である終身雇用制が何故目本独占資本主義

　　だけに形成されて，他の欧米の独占資本主義の先進国に移成されなかったのか説

　　明されていない。上述した舟橋尚道氏も，年功賃金や終身雇用を経済的要因だげ

　　で分析する立場で，集団主義とか家族主義で年功賃金は説明できないとしてい

　　る。年功賃金の成立の根拠は，　「経済的要因によっ てのみ明らかにすることが可

　　能である」（前掲書，２４べ一ジ）として，第一の経済的要因として，大量の新観

　　学卒の労働市場への供給が，初任給を低目におさえ，年齢が高まるにしたがって

　　生活費に対応した年齢給が支払われる。第二の要因は，技能水準を高めるように

　　従業則こ長期勤続を要請するから勤続給が設定される。新規学卒一括採用の採用

　　様式をやめたいかぎり ，年功賃金はなくたらない。間題は，新観学卒一括採用は

　　何故発生したのか，何故その採用形態が欧米でおこなわれないのか，ということ

　　である 。

　４１）安春植『終身雇用制の目韓比較』３４～３５べ一ジ 。

　４２）労働大臣官房統計情報部「昭和５６年上期における雇用労働力の移動状況につい

　　て（昭和５６年上期雇用動向調査）」（ｒリクルート調査月報』１９８２年３月号，５ぺ一

　　ジ）。

　４３）柴田悟一『データにみる目本企業の経営風土』２６ぺ一ジ。これは，転職経験の

　　ある１７．４％の者を対象にしている 。

　（２）　日本の産業政策管見

　（ｉ）目本の産業政策をめぐる三つの所説

　目本の経済制度の選択にあたって，目本の置かれた歴史的特性や人口や土

地・ 資源の賦存状態からして，計画経済体制（中央集権的であれ，分権的なそれで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（
・６０８）
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あれ）が一見すると適合しているようにみえるけれど，それよりもやはり市場

経済システムがより適合していると考えられている。にもかかわらず，「稀少

た生産要素の配分と効率的な利用」の側面からみれば，必要とあれぱ何らかの

強い統制と計画を必要とする，いわぱ計画的市場窪済システムを採用したげれ
　　　　　　　　　　　ユ）
ぼならたいと考えるのか，それともできるかぎり政府の市場機構への介入と統

制を排除した「自由放任」の市場メカニ ズムを十分発揮させるようにすべきで

あるとする伝統的な一つの新古典派経済学の考え方を継承していくのかという

点に関しては，見解の相違が存在している。前者は，産業構造政策としての産

業政策を積極的に評価していく視点だとすれば，後者は産業組織政策として ・

競争秩序維持政策としての産業政策の擁護者であ っても，市場機構への政府の

直接介入を承認する産業構造政策を容認しないであろう 。産業政策とは何かと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
いう厳密た概念規定は当面の議論の中ではあまりこだわらないことにする。何

故なら，厳密な概念観定とか定義とかは，現実の産業政策の結果として後産的

に抽出されてくるからである。私見では，日本の産業政策の歴史的，実証的研

究は，厳密な概念を生みだしうるまでにはまだいたっていたいように思われる 。

さて，以上の言及からも大体の察しがつくのであるが，目本の産業政策の評価

について際立った対立があった。「伝統的な新古典派理論を信奉する立場から

は， 産業政策は明確な定義つげを欠いた国際性をもたぬ概念であ って，　般的

には，人為的な産業介入は競争力強化に結びつくよりは，弊害多き欠陥を将来

に向 って残す，と主張される。これに対する産業政策支持論は，学界では小数

派といえようが…… 大きた説得力を備えて主張されてきた。動態的な資源配分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
の長期論の視角をふまえて，政策効果を評価するのがこの立場である」。以上

のことから理解されるように，従来の伝統的た新古典派経済学には二通りの解

釈が成立している。これは，経済原論的には，正統派経済学としての新古典派

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
経済学をどう解釈するのかという間題である。一つの理解は，市場におげる価

格メカニスムの自由なｗｏｒｋｍｇによっ て， 産業部門問の資源配分，即ち産業

構造の「最適性」が達成されうるという見地である。この視座からみれぱ，産

業構造政策は，現実的には一時的に必要であるかもしれたいげれと，原理的に

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０９）
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は存在しない。ここでは，産業政策の中軸は，具体的には，競争秩序維持の独
　　　　　　　　５）
占禁止政策である。産業政策とは産業組織政策である 。

　もう一つの解釈は，新古典派的一般均衡理論の想定する市場の価格 メヵニ ズ

ムにおげる競争的均衡が成立するためには，いくつかの厳密な制約条件が必要

である，とする立場である。現実の経済機構の中には，市場メカニ ズムが作動

して成功する領域と市場メカニ ズムがあまり作用しにくい，あるいはなじみに

くく失敗する領域が存在する。現代のミクロ経済学においては，後者の市場機

構の失敗例は「市場の失敗」（ｍａｒｋｅｔ　ｆａ１１ｕｒｅ）と呼はれていることは周知の事柄

である。市場メカニ ズムの中に競争均衡が実現できたい市場の失敗例から，産

業政策の理論的根拠の一つを導出するのが，現代の日本の経済学者の通念であ

る。 産業政策が承認されているもう一つの論拠は，新古典派的　般均衡理論の

体系の中で実現された競争均衡はパレート最適をもたらしたとしても，それは

強い静態的性質をおび，異時点問の資源配分である動学的経済の下では，資源

が最適に配分される保障はないことてある。毎年その時々に各経済主体に最大

の効用や利潤をもたらす資源配分が実現されたとしても，十年後，五十年後そ

して百年後の時点で，過去を回顧した時，そのことが，国家全体あるいは国民
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
全体にとっ て最適であったという保障はないのである。これが新古典派経済学

としての　般均衡理論の限界である。大部分の経済学者によっ て容認されてい

る上述した産業政策の二つの理論的根拠は，しかしながら，「市場機構に対す

る政府の介入が常に排除されるべき理由はたいという消極的根拠にすぎない」
　　　７）
のである。しからぽ，当然産業政策の積極的根拠は何かということが問われた

げれぱならない。このことは，産業政策の第三の所説に導くことになる。われ

われは，その前に，産業政策の消極的な理論的根拠の一つであるｒ市場の失敗」

について理論的に考察しておこう 。

　（１１）資本主義的市場機構の失敗例

　資本主義的市場は如何なる要邸こよっ て失敗へと導いていかれるのか。新オ

ーストリア学派は，政府が固有の任務（個人の生命 ・財産などを保護）を果たさ

たいことによる「政府の失敗」が，新古典派経済学でいうところの「市場の失

　　　　　　　　　　　　　　　　（６１０）
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　　　　　　　　　　　８）
敗」へと導くのだという 。新古典派経済学は「市場の失敗」から，国家の市場

　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
経済への干渉を即ち混合経済を積極的にか消極的にか正当化する。ここでは ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
新古典派経済学のシステムに組み込まれている「市場の失敗」について考察す

る。 広義の市場の失敗例は三つの視座から検討される。市場の外在的欠陥とい

われる第一の失敗例は，市場メカニ ズムカミ健全にかつ理想的にスムーズに作動

したとしてもそれでもやはり問題は依然として残る。所得分配の公正度の問題

てある。したが って，所謂バレート最適と不平等な所得の分配構造とは両立し
　１１）

うる。市場の第二の失敗例は，独占の彬成や価格硬直性などによっ て自由競争

市場の構造の前提が破壌された場合であり ，これは市場の機能障害と呼ばれて

いる。市場機構が効率的に作動し，これを成功裏に導いていく諸前提は
・（ｉ）す

べての財 ・サーヒスの市場か成止していること，即ち市場の普遍性の仮定であ

る，（ｉｉ）技術的外部効果が存在しないこと ，（血）収穫逓増の状態がないこと ・（肘）不

確実性がないことと将来市場か存在していること・である。第三の失敗例は ・

これらの前提が満足されない時である。即ち，（ｉ）市場で取引されない公共財の

存在，（ｉｉ）規模に関する収穫逓増カミみられること
，（血）公害などの技術的外部効果

がある場合，（ｗ）将来に対して不確実性か存在する，場合である。これか１市場

の内在的欠陥と呼ぱれるもので，市場機構固有の内在的失敗例で，狭義のｒ市

場の失敗」である。新古典派経済学における資本主義的市場の失敗の理論の意

義は，上言己のような諸事項が存在する時，「混合経済における国家の役割を考

　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
える適切なフレーム ・ワークを提供する」ことである。「市場の失敗」という

時， 通常は，狭義の「市場の失敗」を指しているから，そこで，この「市場の

失敗」について簡単に言及しておこう 。

　市場の失敗例１　　規模に関する収穫逓増が存在していること

　規模に関する収穫逓増は，大規模企業において，規模の経済性が発揮されて ・

Ｘ生産物の産出量が増加するにつれて，Ｘ生産物の平均生産費は低下し，規模

の経済性をだしにくい規模の小さな企業より低い価格でＸ生産物を販売するこ

とが可能となる。そしてこのことは，究極的には，費用逓減が売手独占を誘発

　　　　　　　　　１３）
していくことにたり ，市場構造は，自由競争から非完全競争へ移行する 。自由

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６！１）
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市場としての完全競争市場では，すべての経済主体は，プライス ・テイヵ＿と

して１市場で成立した市場価格を所与として行動する。このことが完全競争企

業にとっ て効率的な生産を保障するのであるけれど，規模に関する収穫逓増下

では，自由市場では完全競争企業の以上の特徴が喪失する。いま，Ｘ産業が ，

売手独占の状態にあるとすれぱ，新古典派経済学の教えるところにしたがえほ
，

〃・工一・工（・・ 差・ 努）一・工（・一引
である。独占企業は，上式のように独占価格を設定する。以下の図からもわか

るように・売手独占は，独占価格０Ｐよ３ を設定して，独占利潤［コＥＭＰよ・ｐよ・

を獲得して消費者を搾取している。これには二通りの解決の仕方がある。一つ
は， Ｘ生産物の価格は，平均生産費を補償しうるような水準できまるように政

府が価格を直接統制し，Ｘ生産物の最適生産量を決定する（原価主義）。 図で
は・ 平均費用曲線五０と需要曲線刀Ｄの交点１でＸ生産物の価格０Ｐ五・ と生

産量００よ２ が決定される。これが独立採算制である。もう一つは，国家がＸ

産業を国有化することである。この時は，新古典派の例の生産物の価格＝限界

費用の原則が適用されるから，Ｘ生産物の価格０Ｐエ１ が限界費用に等しくなる

Ｐ．

Ｃ， Ｄ

独占利潤部分

ＭＲ

ｐｌ
Ｍ（独占の均衡点）

Ｆ　　　　　　　Ｅ
ｐｌ、

ｐ；　　　　　　　　　　 Ｉ（独立採算）

Ｃ（限界費用主義）

ＭＣ　ＡＣ

Ｈ　Ｄ

Ｏ　　　　　　Ｏ二　〇三　〇支

　　Ｌ＞赤字部分

Ｏ。

（６１２）
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ように決定され，そして産出量００エ３ が決定される（限界費用主義）。 しかしな

から，このＸ産業は，［コＣＨ１〕 １亙の赤字をだすから，この産業は，この赤

字部分の大きさの補助金を必要とする 。

　市場の失敗例皿　　技術的外部効果が存在していること

　技術（ｔ。。ｈｎ．１．ｇｉ．ａｌ）的外部効果とは，広く受けいれられている定義にしたが

えば，個々の経済主体の活動が市場を経由することなく ，他の経済主体の効用

函数や生産函数に影響を与える効果であり ，市場を経由して他の経済主体に問

接的に影響を及ほす金銭（Ｐｅｃｕｎ・ａｒｙ）的外部効果と区別される。　般均衡の成

立による杜会的資源の最適配分は，経済主体の生産函数や選好体系が，外部効

果の影響からまっ たく独立しているという基本的仮定の下で達成される。した

がっ て， ある経済主体の市場を経由しない，杜会的にみて好ましくない活動の

及ぼす外部効果である外部不経済や杜会的に好ましい外部効果であるプラスの

外都経済が存在すれば，競争的均衡による資源の最適配分は失敗する。技術的

外部効果が存在すると，経済主体にとっ て， 市場価格は所与でなくたり ・経済

主体はプライス ・テイカーとして行動できなくたり ，また人々の受げ入れる価

格も妥当性を欠いたものにたる。何故たら，ある経済主体の他の経済主体にか

けた コストは支払れず，逆にベネフィットを与えた場合にはそれに対する報酬

が獲得されないからである 。

　右図は，横軸に企業が生産する産出量，縦軸に，生産物の価格，限界費用 ，

限界負効用をとり ，私的限界費用曲

線〃・に限界負効用曲線卿・；　　　　 ｓ，Ｃ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ．Ｆ
を合成したものからできている杜会　　Ｕ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＰＭＣ的限界費用曲線３”０と市場需要曲

線Ｐ１）を描いたものである。市場需　　　　　　　　　　　　　ＭＤＵＣ

要曲線は，消費者が得る限界効用の

貨幣的表示である。それ故，横軸か

らみた横軸と市場需要曲線のあいだ

の高さは，家計のこの商品に与える　　　
Ｏ　　 Ｑｏ　Ｑｌ　　　　　　 Ｑ

（６ユ３）
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限界効用の価値額である。競争的な市場均衡点Ｅ〃は，技術的外部効果が存在

Ｌなげれぱ，杜会的総余剰（消費者余剰と生産者余剰との和）が最大になっている

状態である。杜会が商品の生産にあたって犠牲を払った価値，つまり杜会的費

用と，私的企業の支払った私的費用とが等置であれは間題はたく ，杜会は「正

当な意志決定」をおこなったということになる。しかしながら，杜会が財の

生産で負担した犠牲の中に，市場を経由しないで取引された財があれぱ，外部

不経済の生産が存在する時，杜会的費用と私的費用は一致しない。それ故 ，

企業の私的限界費用曲線ｐ〃Ｃと限界不効用曲線〃ＤＷ０（企業がこの財を生産

することによっ て発生する杜会の隈界負効用を貨幣的に表示したもの）を合計したも

のが，杜会的限界費用曲線Ｓ”Ｃである。このことから，杜会的最適点は，Ｅヵ

から瓦に移行し，最適生産量も，０Ｑ。から０Ｑ。に減少する。このことは ，

私的費用にもとづく価格形成は，杜会的最適点がＥ、であるのにもかかわらず ，

杜会に誤まっ た価格情報を提供し，杜会的た最適生産量０Ｑ。よりＱ．Ｑ、だげ

過大た生産をもたらすことになる 。

　市場の失敗例皿　　公共財が存在する時

　公共財（Ｐｕｂ１ｉｃ　ｇｏｏｄｓ）の概念観定は多様であり定説はまだ形成されていない

ようではあるが，その性格 ・属性として，消費の集団性（ｎｏｎ－ｒ１ｖａｌｎｅｓｓ）と排

除不可能性（ｎｏｎ－ｅｘｃｌｕｄａｂ１ｌ・ｔｙ）をそたえているのがその特徴である。消費の集

団性とは，すべての経済主体が，その財 ・サーピスを同時的に集団的に利用 ・

享受しても，相互に競合することはたいということ，排除不可能性とは，特定

の経済主体がその財 ・サービスの対価を支払わないからとの理由でもっ てその

利用から排除することはできないということである。しかしながら，消費の集

団性と排除不可能性という財 ・サーヒスの物理的属性からだげで公共財を規定

するのではなく ，この財 ・サービスは，「市場機構にはのせるべきでないという
　　　　１４）
杜会的選択」が必要である。何故なら，市場メカニ ズム自体は，この財 ・サ ー

ビスを市場にゆだねるべきでないという価値判断を加えることができないから

である。また，市場を経由して供給しようとすれぱ，取引費用が老大となり ，

民問財（ｐｒｉｖａｔｅ　ｇｏｏｄｓ）として供給するには負担すべき コストがかかりすぎる

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６１４）
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というような財 ・サービスも公共財の特質の一つであろう 。ところで，公共財

の最適供給量決定のメカニ ズムはどのようなものであろうか。消費の集団性と

排除不可能性というさきにあげた公共財の規定から，所謂「ただ乗り（ｆｒｅｅ－

ｒｉｄｅｒ）」を排除できないから，公共財の個々の消費者の需要函数を知ることは

困難である。いまその需要曲線がわかっているものとして，公共財の簡単な最

適供給量決定モデ ノレを説明しておこ

う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ
　右図では，横軸に公共財の数量，　　６

縦軸にその価格と五とＢの２人の公

共財に対する限界効用（隈界代替率）

と公共財供給のための限界生産費を

とる。杜会的需要曲線ＤＤは，消　　　
Ｆ

費者Ａの需要曲線６ノ■と消費者Ｂ

の需要曲線ら６別の２人の需要曲線

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｏ　　　　　　　　　Ｑ．　　　　　Ｑ
を垂直に合計して得られたものであ

る（この点は私的財貨の市場需要曲線の導出とは異なる）。 このようにして，供給曲

線ＳＳと杜会的需要刀Ｄとの交点Ｅで公共財の最適供給量０Ｑ。がきまる 。

何故なら，この均衡で杜会的総余剰が最大になっているからである 。

　市場の失敗例１Ｖ　　将来に対する不確実性か存在する場合

　この問題は，異時点問におげる動学的た資源配分のそれである。一般的には

将来財のための市場は成皿しにくい。世界中でも，実際に先物市場の数は５０～

６０く・らいだといわれている。将来財についても，市場の普遍性という仮定を一

貫させれば，その取引のための市場か存在しなけれはならないげれと ，不確実

性のため先物市場が成立しにくいことにより ，市場機構による効率的資源配分

は阻害され失敗するのである 。

　（皿）日本の産業政策　　その原型と戦前の展開過程の素描

　戦後目本の産業政策については，経済学者達によっ て多く論じられているげ
　１５）

れど，戦前の「産業政策」について言及したまとまっ た文献はまだ出現してい

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６ユ５）
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たいように思われる。目本の産業政策が，「キャッ チ・ アッ プ思想を根底にも
１６）

っ」ているとすれぱ，明治以後の戦前の目本の経済発展過程の中でも，「産業

政策」が存在していたと考えるのは理の当然であろう。国際政治学者のチャー

マーズ ・ジ ョソソソは，１９２５年から１９７５年の目本の産業政策の歴史を研究した 。

そこで，「戦前から戦後にかげての目本のさまざまな政策手段には，驚くべき
　　　　　１７）
連続性がある」ということを彼は観察した。経済発展を実現するために政府に

よっ て採用された諸手段には，昭和時代を通じて，かなりの程度の連続性が存

在するのである。この時代におげるもっとも顕著なる不連続性は，列強間の闘

争の中で，経済的安定性を確保するために不幸ににも軍事力に依存したことで

あっ た。 しかしながら，このことは，平和が回復された戦後期において，また

高度成長期においても準戦時経済の時期や軍国主義時代にとられた，経済発展

のための政策的諸手段が放棄された，されるべきであるということを意味し

たいのである。「日本の産業政策は，自然に成長してきたのであり ，政府は ，

１９７０年代にな ってやっとその合理化と体系化をこころみたと，通産省は７３年に

記述している。したがって，目本の体制について関心をもつ人は，まずそれか

ら始めるべき一連の論理的著作ないしアダム ・スミス，レーニソといった標準

句はもち合わせていないことになる。理論づげたものがないのだから，どのよ

うにして・通産省とその産業政策が「たんに成長してきた」かを理解するため
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
には・歴史的研究が必要となるわげである」。ジ ョソソソによると目本の産業

政策の口蕎矢は，１９２５年の農商務省の分割による商工省の設立と１９２７年５月２３目

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
に商工省内に設置された商工審議会であ った。松方改革以後，とくに帝国議会

の開設（明治２３年，１８９０年）から目清戦争（明治２８年，１８９５年）以後は，政府の工

業・ 貿易政策ははぼ レッセ ・フニールにしたがったもので，農商務省のイニシ

ャティブがきかず，産業資本家も政府の官僚のいうことにｒ耳を傾げないのが

普通」であったとして，彼は，目本の産業政策の始まりに上記のような断定を

下したのである。しかしながら，このような断定ははたして妥当なものであろ

うか
。

　日本資本主義発達史研究に老大な著作を残した高橋亀吉氏は，ｒわが近代経

　　　　　　　　　　　　　　　　（６１６）
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済の飛躍的発展は，戦勝後の政府の「戦後経営」計画，ならびにその他の積極

的施策に負うところが多大である。しかし，それらは，戦前の政治状態のもと

では到底不可能に近いものであ った。しかも，この点は管見のかぎり ，従来の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）わが経済発達史上ほとんど見落とされていた点のように思われる」，とい って

いる・戦勝後とは目清戦争勝利後ということであり ，戦前とはいうまでもなく

日清開戦前であり ，明治２３年の帝国議会開設から目清戦争までの期問である
。

「明治２３年はじめに布かれた立憲政体は，民党の多年にわたる不平不満の爆発

の場となり ，官民の軋礫は爾後すでに四カ年余も続き，政治機能は麻痒し，た

めに政府の前向きの政策は予算面からその多くはストッ プされ，わが経済の潜
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）在的発展力の開発は大きく抑圧せられる結果とな っていた」。これが，この期

間の状態であ った。「斯業の発達を必要とする場合，その保護助長をはかるた

めの政府の産業保護助長政策は，目清戦後以降，とくに目露戦後において，そ

の手段方法が少なからず発達し，かつ多岐とたり ，巧妙にたり ，効果的とた っ
２２）

た」とも高橋亀吉氏はいう。したがって，明治時代のやむを得ない事情による

ある時期を除いて，日本の経済近代化の中で政府が果した積極的な役割（新し

い経済制度の移植 ・保護 ・育成など）を考察せずして，明治時代の産業発展を語る

ことはできない 。

　さて，明治維新以後，第　次大戦終了頃までの問，政府の産業に対する指導 ，

誘導，保護育成 ・助長がどのような様相であったのか一瞥しておこう 。

　明治初期の「殖産興業政策」は，目本の産業政策の原型であった。「殖産興

業政策」は「やみくもなものでなく ，前述のｒ定石」にのとっ た確固たる指導
　　　　　　　　２３）
理念に貫かれていた」のである。「前述の「定石」」とは，後発国のとるべき経

済発展の定石ということで，それは，「政府が意識的に国内産業を保護し，工
　　　　　　　　　　　　　　２４）
業化の促進に努力することである」。しかし，ここでいわれている定石とは経

済発展のための必要条件であっても必要にして十分条件でたいというように理
　　　　　　２５）
解しておきたい。殖産興業政策は二段階にわげておこなわれた。第一段階は ，

政府自ら新しい工場や鉱山を経営して民問にモテノレを明示していくと同時に政

府が民問に新しい産業をおこすように指導していく政策で，この政策は，維新

　　　　　　　　　　　　　　　　（６１７）
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直後から，明治１４年の政変による政策転換までつづげられた。この前期殖産興

業政策といわれるものの内容は，Ｑ官営の工場と鉱山の設立，＠鉄道 ・郵便 ・

電信網 ・治水等への公共投資，　民問海運業への助成，　民間企業への資金と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）
設備の貸付と国立銀行の育成，＠明治１４年の農商務省の新設，である。健全財

政主義者松方正義のデフレ政策による紙幣の整理過程で，官営モデ ノレ主義とい

う産業政策からの転換がおこたわれ，明治１０年代の末から２０年にかげて，官営

工場や鉱山が，２０～３０年という長期年賦で，つぎからつぎへと民問に払下げら

れ， 強い民営保護主義政策が採用された。これが第二段階である。松方デフレ

が終息して，１８８６（明治１９）年に始まる企業熱の勃興を出発点に，綿糸紡績業を

中心に目本経済は工業化への軌道にの ってい った。そして，明治２３年に目本で

最初の近代的た経済恐慌が発生する 。

　産業振興政策は，明治１４年の農商務省の設置以来，問接的消極的になってい

ったが，目清戦争後，再度活発にな った。目清戦争後の政府事業として，鉄道 ，

電話，港湾，製鉄所，陸海軍工廠の拡張新設である。明治２９年５月榎本農商務

大臣は，地方長官会議におげる施政演説の中で，「就中目下最も急務と認むる

所の者」として，◎産業組合法案，◎府県農事試験場およひ農事講習所の国庫

補助，　蚕種検査法案，＠職工の保護取締，（蔓）水産博覧会，をあげ，戦後の商
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
工業の発展について，農商工高等会議の創設を述べている。設置された農商工

高等会議は，貿易の振興についての政府の諮間機関であった。締糸輸出関税の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
撤廃（明治２７年），綿花輸入関税の撤廃（明治２９年），航海奨励法 ・造船奨励法
　　　２９）
（明治２９年），巨額の固定資本を必要とする産業のための目本勧業銀行（明治３０年） ，

目本興業銀行（明治３３年）たどの設立，八幡製鉄所の設立（明治３４年）などが ，

主に目清戦争後の主要な産業振興政策である 。

　目清 ・目露の両戦役以後の経済発展の新しい段階は，ｒより有効な近代的産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）
業保護助長手段の導入を可能にするにいたった」と，高橋亀吉氏はいう 。そし

て， 彼は産業の保護助長手段を以下の五項目に整理している。◎金融手段を通

じ。ての保護育成政策，◎関税制度を通じてのそれ，　補助金 ・財政資金による

もの，　国産品優先購入制度にもとづく産業保護制度，◎海運およぴ鉄道輸送

　　　　　　　　　　　　　　　　（６１８）
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運賃等を通じておこたわれるもの，である。以前にも，¢の金融手段と　の財

政資金を通じた政策は一部実施されたげれど，金融を媒介に，産業の保護育成

が本格的におこたわれたのは目清戦争後である。第二，四，五の各項目は，両

戦争以後の近代的産業発達の中で新しい手法として付加されたものである。安

政５（１８５８）年の不平等な五カ国通商条約（この条約は慶応２（１８６６）年の改税条約に

より ，輸出入税率は従価５％となりさらに目本に不利になる）により ，目本は外国人

に治外法権を認めたことと関税白主権の喪失とを余儀なくされた。治外法権の

撤廃は明治３２年，明治４４年に関税自主権を完全に回復した。目本はこの時以来

はじめて関税による産業の保護政策を木格的に採用できるようになったのであ
３１）

る。 この不平等な通商条約の「筆肘を受けながらわか国は近代工業を発展せし

めなけれはならなかった。かような立場に立って産業の保護をした国は諸大因
　　　　　　　　　　　３２）
のなかには他に見られない」 。

　補助金等の支給は，植産興業政策の時期以来おこなわれている産業保護政策

の有効な一手法であ った。目清戦争後は，「従前のそれとはその手段方法がい

ちじるしく異なり」，それは顕著な効果をおさめた。その例証として，明治２９

年に創設された，航海奨励法（明治４２年に遠洋航路補助法と改正される）と造船奨

励法にみることができる。遠洋航路補助法によれぼ，補助金を受ける資格のあ

る船舶は国産船にかぎられる。海運会杜は，補助金等の奨励金の支給を受げる

ためには，国産船が外国船より割高であ っても，国内建造船を購入しなげれげ

ならたい。その上に，造船会杜は，造船奨励法により政府から一定の奨励金を

もらうことができたのである。資格船舶は，鋼製の総トソ数１，ＯＯＯトソ以上 ，

奨励金は１トソにつき１１～２２円の範囲で補助，そのかわり ，造船奨励金をうげ

る船舶には，機関や蟻装品等は国産を使用することが義務づげられた。これに

より ，国内建造の船舶は急増するのである 。

　今目では，自由貿易の原則から時代錯誤とみられる国産品優先購入政策は ，

産業育成のために有効に作動した。電信電話器工業や電線工業の保護育成の立

場から，国営電信電話官庁が，国産品を優先的に購入したことにみられるが ，

鉄道の場合もそうであ った。車靹工業とその関連部門工業を保護育成発展させ

　　　　　　　　　　　　　　　　（６１９）
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るために，官営鉄道，南満州鉄道等々は，資材の調達等にあたっては，国産品

を優先的に購入する政策をとっ た。 この結果，客車 ・貨車等々は，明治４０年代

に， その大部分を国産で賄うことができるようにな った 。

　大正時代に入ると ，１９１４（大正３）年に第１次世界大戦が勃発し，化学工業は

大きな影響を受げた。硫安 ・ソーダー・ 染料 ・医薬品などの輸入が途絶したた

め， 医薬品と化学工業振興のために，ｒ染料医薬製造奨励法」（大正４年６月）を

公布し，一定の条件に適合した企業には，１０年間年８分の配当保証をおこな っ

たり ，「工業所有権戦時法」（大正６年）を制定して，それまでドイッ人が多くも

っていた新薬の特許権を消減させたりして，新薬の国産化を奨励した（監修有

沢広已『日本産業百年史上』日本経済新聞杜，昭和５６年，２０３～２１０べ一ジ参照）。戦後

になると，工業化の進展にともな って，企業結合がいっそう活発になったが ，

政府は，資本力強化による国際競争力をつげるために，企業結合を奨励した 。

銀行法（昭和３年），重要産業統制法（昭和６年）の制定は，その表現であ った 。

　（肘）産業政策の積極的な理論的根拠

　目本の産業政策について三つの所論があることを述べた。即ち第一７こ，政府

の市場機構への介入と統制を排除した自由放任の市場メカニ ズムの作動を全幅

的に信頼する立場，この立場からすれは，産業政策は国際性 ・　般性を持たた

い概念として一蹴される。第二は，産業政策の根拠を新古典派経済学におげる

市場の失敗理論に求める所論である。これは，多くの目本の経済学者，とくに ，

新古典派経済学を信奉する経済学者に共有される通念であるげれど，この論拠

では，何故いまひとつ消極的なそれであるのかをさきに言及した。産業政策の

積極的な理論的根拠を求める立場である。これが第三の所論である。それでは

目本の産業政策を積極的に根拠づげる経済理論は何なのか 。

　明治維新以後，目本資本主義の経済発展過程の底に陰に陽に流れており ，経
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３）
済発展を支えてきた工一トスは，ナショ ナリズムであった。明治以来，目本資

本主義が大目標にして一貫して追求してきたことは，欧米先進諸国にキャッチ

・ア ップするということであり ，これは，ナショ ナリズムの具体的表現であ っ

た。 もし，このナンヨ ナリスムに基礎を置いたキャヅ チ・ アヅ プ思想の淵源を

　　　　　　　　　　　　　　　　（６２０）
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たずねるとすれぼ，径済学史的には，　ドイソ歴史学派のＦ．リストに求めるこ
　　　　　　　　　　　３４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５）
とができよう 。Ｆ．リストはつぎのように述べている。ｒ資格はあるが発達の遅

れた国民は，先進諾国民と全く白由な競争を行なう場合には，保護政策なしで

は完全に発達した独立の工業および完全な国民的独立にまで到達することは決
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６）
してできないことを，学派は見過している」。ここでいわれている「学派」と

は， 当時の支配的理論であった「万民経済学」であるイギリスの古典派経済学

を指す 。

　経済成長や経済発展の本質的な問題の一つは，究極的には，動学的資源配分
　　　　　３７）
の問題である。国民所得のうち消費と投資そして消費と貯蓄をとのような比率

で配分するのかということである。換言すれは，これは現在世代と将来世代の

所得再分配の問題である。経済的厚生の世代問所得再分配を決定する要因が ，
　　　　　　　　　　　　　　　　３８）
最適な投資比率をきめることであるとすれぼ，この意味は，現在の世代は，将

来の世代の杜会的厚生のために，現在の厚生をとの程度犠牲にできうるのかと

いうことであり ，それは価値観 ・習慣 ・エートス ・イデオ ロギーそして歴史的

特質に依存している。このような視点で，明治以来の目本の経済発展の成果を ，

現在の時点で反省し回顧してみるとナショ ナリズムという二一トスが，産業や

企業の成長過程の中で重要た役割を果していたといえるのではないか。したが

って，このことは，戦前の目本経済のみならず戦後の目本径済にも適用できる

一視座であり ，この側面をぬきにして，日本の経済発展過程を論じることはで

きない 。

　さて，戦後の日本経済に議論を移そう 。新古典派経済学的アブ ローチによる

国際経済学の研究の帰結の一つのテーゼは，労働力が豊富で資本が稀少な「無

資源国」経済では，資源を最適に配分する方法は，比較生産費の原理にしたが

って，比較優位にある労働集約的産業を発展させることである。帰結のもう一

つのテーゼは，「幼稚産業の保護」の理論であり ，この理論によれぼ，若干の

将来発展の可能性のある輸出競争力の弱い産業が比較慶位に立ち，国際競争力

がつくまで，限定された期問内で，国家が保護 ・育成することが容認されてい

る。 産業政策とは，ｒ通産省がおこなう政策である」とよくいわれるぐらい ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（６２１）
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産業政策は，通産省の主導の下でおこなわれてきた。通産省は，労働力が豊富

な割に資本が相対的稀少た目本産業の下において，比較優位の原理にしたが っ

て， 国際経済学の理論通り労働集約的産業だげを発展させることをせずに，鉄

鋼や化学たとの資本集約的産業の育成を企図する産業政策をおこな った。また ，

通産省は，輸出競争力の強化をめざして「幼稚産業の保護」のテーゼにしたが

って，理論通りに若干の弱い産業の育成をおこたうのではなくて，この理論に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９）　　　　　　　　　　　４０）
背を向げて，反ｒ理論」的に，現代諸産業の「総花的」な育成を実施した。自

動車，造船 ・海運，鉄鋼，精密機械，工作機械，石油化学，電子計算機そして

繊維や雑貨までが産業政策の対象になった。第三世界の発展途上国は普通，輸

入代替政策により工業化を実施しており ，常に国際収支の恒常的な赤字に直面

し悩んでいるが，目本は輸入代替により経過的に国際収支の赤字間題を経験し

たが，これを克服して輸出振興に成功したこともつげ加えて置くべきであろう 。

日本の産業政策は，かくして「空前の」とも，ｒ不思議なほど」ともいわれる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１）
ほど成功した。しかしながら，「産業政策と民間産業との関係」はどうな って

いたのかという重要な間題が残されている。この論点に関しては議論が割れる

であろう 。目本の産業発展は，正統派的次教義通り ，戦前 ・戦後を通じて，民

問の企業たり産業の主導の下に進められてきたというのが圧倒的多数の経済学

者の見解であろう 。もし産業政策の成功を承認するならぱ，政府の産業政策あ

るいは諸産業の推進の方向つげは大まかにいって的を射たものであ ったという

ことであり ，民問部門も政府の考えた大枠の中で，下から意欲的にダイナミッ
　　　　　　　　　　　　４２）
クな反応を示したことになる。民問部門のダイナミックな反応とは，理論的概

念に翻訳すれぱ，カイトされた市場機構の中での動学的資源配分のメカニスム

の作動が発揮されたということであろう 。もし，このことが承認されるたらぽ，

目本の産業政策は，産業の発展という視角からみれぱ，「政府の成功」という

ことを意味し，それに巧みに反応した市場メカニ ズムは「市場の成功」という

ことに荏るのではたいか 。

　　１）上野裕也氏はいう 。「戦後日本の資本主義的自由杜会の体制において，最も資

　　　本主義的た制度の建前と実際とを維持した制度は，おそらく ，憲法第２９条（財産

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６２２）
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　権の保障）の条文に忠実に従った土地制度であろう」（ｒ目本の経済制度』目本経

　済新聞杜，昭和５３年，６～７べ一ジ）。 財産権を前提にするかぎり ，稀少財であ

　る土地は限られた供給故に稀少財の価値を持ち，人々の土地需要の増大は当然土

　地価格を騰貴させ，ますます資産価値としての土地を人々は選好するようにな

　る。国土利用と西欧並の都市計画という点からすれば，自由な土地市場に強い統

　制と計画を加えたけれぼたらなかったにもかかわらず，ｒ白由放任」の市場 メカ

　ニ ズムの作動にまかせてしまっ たため，地価の驚くべき高騰をまねいてしまっ

　た。日本資本主義の蓄積法則は，一方の極に衣 ・食の生活に超先進国現象をも

　たらし，他方の極にピジネス ・クウォターを除く住を含む都市環境の一層の悪

　化をもたらした。欧米先進国の都市環境水準にキャッ チ・ アッ プするために，大

　都市の土地の公有化を含む土地問題のラデ ィカルな解決が望まれる。何故なら都

　市問題とは土地問題であるからである 。

２）（ａ）産業政策の主要な内容　（ｉ）産業保護政策，（ｉｉ）公益事業の規制，醐産業の必要

　とする杜会的基礎資本への投資，的独占禁止政策，け）その他の規制（今井 ・宇沢

　・ 小官 ・根岸 ・村上ｒ価格理論』皿，岩波書店，１９７２年，２８３べ 一ジ），（ｂ）ｒ産業

　政策は経済政策のうち，諸産業を直接対象とする政策のことであると定義するこ

　とができるが，内容的には，諸産業問の構造および，諸産業内の市場構造，市場

　行動および市場成果の改変または維持を目的とする政策と定義することができ

　る」（新野幸次郎ｒ産業政策の課題と体系」加藤 ・中村 ・新野編ｒ経済政策 ・日

　本の産業政策』有斐閣，昭和５３年所収，５ぺ 一ジ），（ｃ）産業政策の内容（１）産業へ

　の資源配分に関するものレり産業一般のｉｎｆｒａｓｔｒｕｃｔｕｒｅにかかわる政策，（Ｂ）産業

　間の資源配分（１ｎｔｅｒ１ｎｄｕｓｔｒｙ　ｒｅｓｏｕｒｃｅ　ａ１ｌｏｃａｔ１ｏｎ）にかかわる政策，（２）個六の産

　業の組織に関するもの，ｏ各分野ごとの内部組織に関連する政策，ｏ横断的な産

　業組織政策としての中小企業政策（小宮 ・奥野 ・鈴村編『目本の産業政策』東京

　大学出版会，１９８４年，３～４ぺ 一ジ）。以上とりあえず，諸家の三種類の産業政策

　の範囲ないし定義を紹介しておいた。産業政策という用語は目本では通念にな っ

　ていたけれど，Ｏ　Ｅ　Ｃ　Ｄが１９７２年にＴｈｅ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉａ１Ｐｏｌｉｃｙ　ｏｆ　Ｊａｐａｎという報

　告書やＴｈｅ　Ａ１ｍｓ　ａｎｄ 　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ　ｏｆ 　Ｉｎｄｕｓｔｒ１ａ１Ｐｏｌ１ｃｙ　Ａ　 Ｃｏｍｐａｒａｔ１ｖｅ　ｓｔｕｄｙ

　（１９７５）を出して以来，国際的に通用するようにな った 。

３）宮沢健一「産業政策論の争点」（荒憲治郎 ・伊藤善市 ・倉林義正 ・佐藤隆三 ・

　宮沢健一編ｒ戦後経済政策論の争点』勤草書房，１９８０年所収，２７１ぺ一ジ）。

４）一般均衡理論家Ｆ．Ｈ．Ｈａｈｎは「政府は原理的に常に市場と同様にそしてしぼ

　しぼ市場よりうまくやっていくことができる」（‘Ｂａｃｋ 　ｔｏ　Ｓｑｕａｒｅ　Ｏｎｅ
’，

Ｃａｍ －

　ｂｒｉｄｇｅ　Ｒｅｖｉｅｗ，Ｎｏｖｅｍｂｅｒ１９７４，Ｐ．３７）とい っており ，新古典派的一般均街理

　論の厳格な立場から政府の役割を決して否定していない。Ｋ　Ｊ　ＡＲＲＯＷ＆Ｆ

　Ｈ　ＨへＨＮ，ＧＥＮＥＲへＬ　ＣＯＭＰＥＴＩＴＩＶＥ　ＡＮＡＬＹＳＩＳ，ＨＯＬＤＥＮ＿ＤＡＹ，ＩＮＣ

　　　　　　　　　　　　　　　（６２３）
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　　 ＆ＯＬＩＶＥＲ＆ＢＯＹＤ，ユ９７１（福岡正夫 ・川又邦雄訳ｒ一般均衡分析』岩波書店，

　　１９７６年）を参照のこと 。

　５）宮沢健一 前掲論文，２７３べ一ジ 。

　６）辻村江太郎ｒ経済政策論』筑摩書房，１９７７年，２９７べ一ジ参照のこと 。

　７）価近雄ｒ最適産業構造論一産業構造策定基準一」（篠原三代平 ・馬場正雄編

　　『現代産業論３産業政策』目本経済新聞杜，昭和４８年，５べ一ジ）。

　８）Ａ・Ｈ・Ｓｈａｎｄはつぎのようにいっている。ｒ主張されている市場の失敗の多く

　　は，国家の不十分さによっ てもっと適切に説明されるべきである」（ “Ｔｈｅ　Ｃａｐｉ－

　　 ｔａｌ１ｓｔ　Ａｌｔｅｍａｔ１ｖｅ　Ａｎ　Ｉｎｔｒｏｄｕｃｔ１ｏｎ　ｔｏ　Ｎｅｏ－Ａｕｓｔｒ１ａｎ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ ”， ＷＨＥ－

　　 ＡＴＳＨＥＡＦ　ＢＯＯＫＳ　ＬＴＤ ，１９８４，ｐ１００）。 なお越後和典『競争と独占一産業組

　　織論批判』（ミネ ノレヴ ァ書房，１９８５年）は，Ｎｅｏ－Ａｕｓｔｒｉａｎの競争 ・独占 ・国家

　　の研究についての示唆を受けることの多い紹介である。「市場の失敗」について

　　のＮｅｏ－Ａｕｓｔｎａｎの見解が解説されている
。

　９）政府と企業の結びつきは，国際的な現象であることは周知の事柄である。ただ

　　両者の結合の仕方が，一切の來雑物をとりさっ て骨組みだげでいえぱ欧米諸国で

　　は企業が政府に働きかげるという企業→政府というベクトノレが主体であるのに対

　　　して，目本は，政府が企業に干渉して方向づげをおこなうという政府→企業とい

　　　うベクトノレが成立している（宮沢健一『産業の経済学』東洋経済新報杜，昭和６０

　　年，第９章　新産業国家対リブ＝ラブ経済を参照のこと） 。

　１０）新古典派経済学の典型的なｒ市場の失敗」論の解説については，林敏彦『ミク

　　　ロ経済学』（東洋経済新報杜，昭和５９年）を参照されたい。Ｐ．Ｒ．Ｇ．Ｌａｙａｒｄ＆

　　 Ａ　Ａ　Ｗａｌｔｅｒ＄ＭＩＣＲＯＥＣＯＮＯＭＩＣ　ＴＨＥＯＲＹ，ＭｃＧｒａｗ－Ｈ１１１Ｂｏｏｋ，１９７８（荒

　　憲治郎監訳，小平 ・細見 ・前原訳ｒミクロ経済学』創文杜，昭和５９年）は，アメ
　　　リカ型の新古典派経済学になじんでいるものにとっ ては一味ちがうなかなか興味

　　ある部分を発見するであろう 。

　１１）　中村達也『市場経済の理論』（目本評論杜，昭和５３年）には，新古典派経済学

　　が，とくにアメリヵの新古典派経済学がほとんど言及したいバレート最適と所得

　　の分配構造との関係に立ち入った分析をしている 。

　１２）Ｐ・Ｒ・Ｇ・Ｌａｙａｒｄ＆Ａ．Ａ．Ｗａ１ｔｅｒｓ，前掲書，３３ぺ一ジ 。

　１３）　このことは，新古典派経済学が前提とする完全競争と収穫逓増は両立しえたい

　　　ことを意味する。これをすくうためにＡ．マーシャルはｒ外部経済」の概念を導

　　入し，両者の両立を企図したのである。外部経済は産業のすべての企業に．等量の

　　効果を与えるために一企業だげが生産費の低下にもとづく完全独占の彩成をさま

　　たげる。しかしながら，外部経済の概念は部分均衡の条件を破壊してしまう 。Ｐ ．

　　Ｓｒａ伍ａは，そこで，収穫不変の仮定と競争条件を両立させ，費用不変の経済を理

　　論化した 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６２４）
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１４）　中村達也，前掲書，２１４べ一ジ 。

１５）戦後目本の産業政策については，鶴田俊正『戦後目本の産業政策』（目本経済

　新聞杜，昭和５７年），新野辛次郎 ・中村秀一郎 ・加藤寛編ｒ経済政策（３）目本の産

　業政策』（有斐閣，昭和５３年），上野裕也『目本の経済制度』（目本経済新聞杜，

　昭和５３年），篠原三代平 ・馬場正雄編『現代産業論３産業政策』（目本経済新聞

　杜，昭和４９年），官沢健一・ 竹内宏編ｒ日本の産業毅室　その構造 ・組織 ・政策

　を探る』（有斐閣，昭和５３年），小宮隆太郎 ・奥野正寛 ・鈴村興太郎編『目本の産

　業政策』（東京大学出版会，１９８４年），ＯＥＣＤ，Ｔｈｅ　Ｉｎｄｕｓｔｎａｌ　ｐｏ１１ｃｙ　ｏｆ　Ｊａｐａｎ ，

　１９７２．等 々。

１６）上野裕也「産業政策」（熊谷尚夫 ・篠原三代平編集『経済学大辞典』東洋経済

　新報杜，昭和５５年）。

１７）　Ｃｈａｌｍｅｒｓ　Ｊｏｈｎｓｏｎ，　 “ＭＩＴＩ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｊａｐａｎｅｓｅ　Ｍ１ｒａｃｌｅ　Ｔｈｅ　ｇｒｏｗｔｈ　ｏｆ

　ｍｄｕｓｔｎａ１ｐｏｌ１ｃｙ，１９２５＿１９７５ ”， Ｔｈｅ　Ｂｏａｒｄ　ｏｆ　Ｔｒｕｓｔｅｅｓ　ｏｆ　Ｔｈｅ　Ｌｅ１ａｎｄ　Ｓｔａｎ
－

　ｆｏｒｄ　Ｊｕｎｉｏｒ　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ，１９８２，矢野俊比古監訳ｒ通産省と目本の奇跡』（Ｔ　Ｂ

　　Ｓブリタニカ ，１９８２年，３４６べ一ジ）。

１８）Ｃｈａ１ｍｅｒｓ　Ｊｏｈｎｓｏｎ，前掲訳，３９ぺ一ジ 。

１９）Ｃｈａ１ｍｅｒｓ　Ｊｏｈｎｓｏｎ，前掲訳，１０８ぺ一ソ 。

２０）高橋亀吉『目本近代経済発達史』第一巻（東洋経済新報杜，昭和５２年，２３１ぺ

　一ジ） 。

２１）　高橋亀吉，前掲訳，２３０べ一ジ 。

２２）　高橋亀吉，前掲訳，４７２べ一ジ 。

２３）辻村江太郎『経済政策論』（筑摩書房，１９７７年，２９９べ一ジ）。 辻村江太郎氏に

　　よると，明治元年に来日してから明治２５年まで，「殖産興業政策」の指導者とし

　て献身したゴトフリード ・ワグネルは，明治５年の報告書で，小作農制度を改善

　　して農業経営を大規模化し，機械化の導入による農業生産性の向上を図りつつ ，

　工業化を促進する政策をとらなげれぱ，目本経済の発展は望めたいことを教え

　た，としている 。

２４）辻村江太郎，前掲書，２９８べ一ジ 。

２５）何故なら，第三世界の低開発諸国のこれまでの歴史的経験から判断すると政府

　　の工業化のための意識的な産業保護政策だげでは経済発展への起爆剤あるいは原

　動力にならない 。

２６）梅村又次 ・中村隆英編『松方財政と殖産興業政策』（国際連合大学，１９８３年 ，

　２３９ぺ一ジ） 。

２７）高橋亀吉，前掲書，２６７べ一ジ。¢，　，　の一連の政策は，ｒ長期的な経済発

　展のためには重要た礎石であ っアこ」（中村隆英，前掲書，７８ぺ一ソ）。

２８）ｒこれらの関税撤廃の要求は民問の紡績業者から起こったものであ った」（土屋

　　　　　　　　　　　　　　　　（６２５）
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　　喬雄『目本経済史概説』東京大学出版会，１９８０年，１６６べ 一ジ）。

　２９）　ｒ目本海運業は緯新以来一貫した政府の厚い保護によっ て発展した」（土屋喬

　　雄，前掲書，１５４べ一ジ）。

　３０）　高橋亀吉，前掲書，４７０べ一ジ。以下の叙述は氏の議論に多く負 っている 。
　３１）　明治元年から明治３１年までの輸入税率は，約３％台で，大正２年には２０劣であ

　　 る。 輸入税率約３％台とはほとんど無税に等しく ，これでは，国際経済学の教科

　　書にあるように保護関税によっ て幼稚産業を育成する余地などなきに等しか っ

　　た 。

　３２）土屋喬雄，前掲書，１５７べ一ジ 。
　３３）　 Ｂ　Ｋ　］Ｍ［ａｒｓｈａ１１・‘ Ｃａｐ１ｔａ１１ｓｍ　ａｎｄ　Ｎａｔ１ｏｎａｌ１ｓｍ　ｍ　Ｐｒｅｗａｒ　Ｊａｐａｎ”（Ｓｔａｎｆｏｒｄ

　　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ　Ｐｒｅｓｓ，ユ９６７）．参照のこと 。

　３４）Ｐ　Ｓａｍｕｅ１ｓｏｎは，Ｆリストがアメリカ合衆剛こ滞在中，経済発展理論を定

　　式化し始めたからぱかりでなく ，過去の多数のアメリカの経済学者のように，リ

　　 ストが保護主義的傾向と国民主義者的態度（ｎａｔ１ｏｎａ１１ｓｔ　ａｔｔ１ｔｕｄｅ）によっ て特徴

　　づけられうることから，リストを真に重要なアメリカの経済学者の中に位置づげ
　　た（Ｏ　Ｌ　ＳＩＬＬＳ（ｅｄ１ｔｏｒ）‘Ｉｎｔｅｒｎａｔ１ｏｎａｌ　Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄ１ａ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｓｏｃ１ａ１Ｓｃ１ｅｎｃｅ ・，

　　
９・ Ｔｈｅ　Ｍａｃｍ１１１ａｎ　Ｃｏｍｐａｎｙ＆Ｔｈｅ　Ｆｒｅｅ　Ｐｒｅｓｓ，１９６８，ＬＩＳＴの項，Ｐ４１２）。

　３５）一般に工業力の根本的条件の欠けている国では，工業が最初の４０～６０劣の保護

　　で勃興せず・２０～３０％の引き続く保護で永く緯持しえないようなところである
。

　　 このよう汰工業力の条件が欠如している諸要因の中で容易に除去しうるもの（国

　　内運輸機関の不足と技術的知識 ・経験ある労働者およぴ工業的企業心の欠如）と

　　除去するのが更に困難たものがある。それは国民の間の勤勉・開化・教育・道徳 ・法

　　律精神の欠如と有力な農耕したがって物的資本の不足とで，とくに欠陥のある国

　　家制度およぴ市民的自由，法の確実性そして最後にまとまりの良い国がないこと
，

　　である（Ｆｒ１ｅｄｒ１ｃｈ　Ｌ１ｓｔ，Ｄａｓ　ｎａｔ１ｏｎａ１ｅ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｄｅｒ　ｐｏ１１ｔ１ｓｃｈｅｎ　Ｏｋｏｎｏｍ１ｅ

　　Ｄｅｒ１ｎｔｅｒｎａｔ１ｏｎａ１ｅ　Ｈａｎｄｅ１，ｄ１ｅ　Ｈａｎｄｅｓｐｏ１１ｔ１ｋ　ｕｎｄ　ｄｅｒ　ｄｅｕｔｓｈｅ　Ｚｏ１１ｖｅｒｅｍ

　　 １８４１正木　夫訳『政治経済学の国民的体系一国際貿易 ・貿易政策およぴトイソ

　　関税同盟一』勤草書房，１９６６年，３９４べ一ジ）。

　３６）　フリートリヅヒ ・リスト著，正木　夫訳，前掲書，３９７へ一ソ 。

３７）動学的資源配分は，経済原論的には，時間選好率
，即ち現在の消費の限界効用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　将来の消費の限界効用

　　 一１＝利子率に依存している。しかしながら，現代の投資市場は非常に複雑化し

　　ているから，新しい投資理論が期待される 。

　３８）最適な投資率は，通常，マーケ ット ・メカニ ズムでは処理されたい。何故なら ，

　　市場は家計に合理的な貯蓄率の決定をおこなう情報を提供しないからである。そ

　　れ故に貯蓄率と投資率の決定は政治的性格を不可避的におびざるを得ない（Ｊ．ｄｅ ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６２６）



　　　　　　目本の経済発展過程の理論化をめぐる方法的諸問題（小野）　　　　　　
９１

　クラーフ著南部鶴彦 ・前原金一訳ｒ現代厚生経済学』創文杜，昭和４８年・１３２へ

　一ジ）。エドワード ・Ｆ ・デニソソとウィリアム ・Ｋ ・チャソは，目本の経済成

　長率の寄与度を測定したが，これから資本の増加と知識の進歩を合計した寄与度

　を知ることができる。計算すると ，１９５３～６１年は約３７％，１９６０～７１年は約５３％で

　あり ，高度経済成長政策は，当時の世代が消費水準を如側こ犠牲にしたのかがわ

　かる（「経済成長とその要因」，Ｈ．パトリック／Ｈ．ロ ゾフスキー編・ 金森久雄監

　訳『アジアの巨人 ・目本１ 　目本の経済発展』目本経済新聞杜，昭和５３年，９９～

　１００ぺ一ジ）。

３９）篠原三代平『産業構造論』（筑摩書房，１９７６年，３２４ぺ一ジ）。

４０）政府の援助をほとんど受けなかった産業は，自動二輸車，ベアリソグ（とくに

　　
ミニ チュア ・ベアリソグ）

，　
トラソジスター・ ラジオ，テレビ受信機，テープ

・

　レコーダー ピアノ ，ジ ッパーなど（小宮隆太郎『玩代目本経済研究』東京大学

　出版会，１９８０年，３２２ぺ一ジ）。

４１）上野裕也氏は，産業政策の後遺症として公害と寡占体制の体質をあげている

　（ｒわが国産業政策の発想と評価」ｒ現代経済』＠号，１９７５年１２月）。 寡占体制の体

　質の問題については論者によっ て評価はわかれるであろう 。

４２）篠原三代平ｒ経済大国の盛衰』（東洋経済新報杜，昭和５７年・２３３べ一ジ）・

皿　残された課題

　以上論述してきた問題の中で目本的経営と目本の産業政策とは・それぞれ固

有の専門的な学間の研究領域であろう 。にもかかわらず，このような課題をあ

えて何故とりあげたのかは，以上の長い議論の中で了解されたものと考えるの

であるが，念のために再度言及しておきたい。明治以来の目本の経済のＰｅｒｆｏｒ
－

ｍａｎＣｅ を理論的に総括する，目本の経済杜会の歴史的現実態を理論に変換す

るということが，私の課題であ った。この課題に対するアプ ローチの特色は ・

従来の径済理論（マクロとミクロ）を現実に「あてはめる」だけでないこと１経

済史的アプ ローチでもないこと，また目本経済の現状分析でもないこと・基本

的には，経済原論と経済発展論の複眼的あるいは複合的アプ ローチである。し

たが って，目本的経営と目本の産業政策が目本の経済発展を促進した重要な要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６２７）



　９２　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３４巻 ・第５号）

　因であるとすれば，これらの問題を不可避的にとりあげざるを得たい。このべ
昆クトノレを徹底させると，まだ論じつくされていない，非常に重要な問題が残さ

　れている・その一つは，一言でいえぽ，目本の経済システムの戦前と戦後の比

　較である。固定価格経済と伸縮価格経済の視座からみて戦前のシステムと戦後

　のンステムの同一性と差異性は何か，目本の経済 ンステムは，「自由放任」の

　市場経済なのか，それとも計画的市場経済なのか，経済発展と金融の関係はど

　うなっているのかという課題である。何故，第三世界の低開発諸国は経済発展

　がなかなか軌道にのらないのかというのが，二つ目の課題である。三つ目は ，

経済発展過程においてイデオ ロギーや工一トスがどのような役割を果すのかに

ついての課題である。以上残された課題は，別の機会に稿をあらためて論じた

　い 。

（６２８）


